
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県信用漁業協同組合連合会                  

令和6年度版ディスクロージャー誌 

  



《プロフィール》 

創  立  昭和26年8月 

本  店  広島市中区大手町二丁目9番6号 

業  務  金融(貯金・貸出・決済)業務 

会員数  普通出資会員77(正会員76  准会員1)、優先出資者2 

役員数  常勤役員3名  非常勤役員9名 

代表理事会長 樋口 元武 

職員数  46名 

店舗数  本支店 7店舗 

代理店20店舗 

出資金  1,291百万円 

貯 金 残 高       107,688百万円（平均残高  113,955百万円） 

貸出金残高  24,535百万円 （平均残高   25,132百万円） 

単体自己資本比率 12.40％ 

(令和7年3月末現在) 

 

 

 

 

《 会  章 》 

マリンバンク信漁連の頭文字ＭとＳ、海上の波と空を図案化。 

事業の信頼性をブルーで表現し、広がる海の広さは事業フィールド

を表します。また3本の線は、組合員、組合、信漁連を意味し、統

合によってそれぞれが一体となって支え合う姿を表現しています。 

シンボルマーク 

漁協系統では21世紀にふさわしい新しいイメージを構築し、内外に

アピールするため、統一呼称｢ＪＦ(ジェイエフ)｣とシンボルマーク

を使用・展開しております。 

ＪＦマークは21世紀の漁協系統(ＪＦグループ)の新しい改革の波

を連想させ、躍動感ある波は組織の活力を表現しています。 

系統シンボルマーク 

※ 本会では、ＪＦマークが決定される以前よりＣＩを導入して｢ＭＳ｣の

コーポレートマークを使用しております。組合員等の皆様にマリンバ

ンクの呼称とともに、広く親しみを持っていただいているこのマーク

で事業の展開をはかっております。 
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ご あ い さ つ                     

 

 平素より、私ども広島県信用漁業協同組合連合会(呼称 ＪＦマリンバンク広島信漁連)をご

利用いただきまして誠に有り難うございます。 

 さて、例年のとおり本会の業務内容、活動状況等を皆様にご紹介するディスクロージャー

誌の令和６年度版を作成いたしました。 

これにより、本会に対するご理解を一層深めていただければ幸いに存じます。 

社会、金融環境が激変する昨今、本会は「国民の水産食糧安定供給を担う浜の金融機関」

としての使命の重大さを認識し、皆様方の負託に応えられるよう全力を傾注する所存でござ

いますので、今後ともなお一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

経営方針 

 

漁業のくらし・経営を支え、「浜」の人々に貢献するとともに、最も信頼される組織を目

指すことを基本理念としております。 

 

そのために、漁業に立脚した漁業者のための漁協系統金融機関であることを大前提に、「浜」

を取り巻く地域全体に貢献し、存在意義の発揮できる特色ある地域金融機関として活動し認

められることを目指し、そのために合わせて安定的な収益を確保することを基本的方向性と

し、経営の基本方針を次のとおりとしております。 

 

 １）国民に安全な水産物の供給を担う漁協系統の一員として、漁業者の社会的、経済

的地位向上の実現に貢献する。 

 

２）漁業者に加え地域全体に貢献する職能的地域金融機関の機能を発揮し、安定的な

収益確保とリスク分散を実現する。 

 

３) 財務基盤の強化により、｢浜｣の金融機関として安全性・信頼性を確保し、会員に対

して安定的配当・還元を行う。 

 

また、農林中央金庫を中心とした「ＪＦマリンバンク基本方針」に基づく「あんしん体制

（漁協系統信用事業安定運営責任体制）」に従って、体制整備をすすめることといたします。

（Ｐ7参照） 
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リスク管理の体制 

〔リスク管理基本方針等〕 
組合員・利用者の皆さまに安心してご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確

保し、信頼性を高めていくことが重要です。 
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応しておりま

す。 
また、昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サ

ービスの濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会
ではマネロン対策を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じてい
ます。 

 
１． リスク管理態勢に係る取組み 
（１） 理事の認識、理事会等の役割 

  各種リスクに関する諸問題が発生した場合には、必要に応じて理事会に付議し、議
論を通じてリスク管理への認識を深めるよう対応を図っております。 

（２） 内部監査 
  他部門から独立した部署で監査の専任者による全店舗の内部監査を実施し、けん制
機能を働かせることにより、リスク管理態勢の強化に努めております。 

（３） 外部監査 
  みのり監査法人が実施する監査により、リスク管理態勢への取組みが外部からも強
化され、本会の監事監査とも連携のうえ、業務運営、リスク管理態勢強化に活用して
おります。 

 
２．信用リスク管理態勢に係る取組み 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当会は、理事会に
おいて個別の重要案件又は大口案件については対応方針を決定しています。また、通常の
貸出取引については、本店に審査部を設置し各支店と連携を図りながら、与信審査を行っ
ています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を
行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸
出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行ってい
ます。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでい
ます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「債権の償却・引当基準」に基
づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。 

 
３．市場リスク管理態勢に係る取組み 

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、
資産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債
から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。市場リスクは、主に金利リ
スク、為替リスク、価格変動リスクの３つからなっています。金利リスクとは、金利変動
に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で
金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいい、為替リスクとは、
外貨建資産・負債についてネット・ベースで資産超又は負債超ポジションが造成されてい
た場合に、為替の価格が当初予定されていた価格と相違することによって損失が発生する
リスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価
格が減少するリスクのことです。 
当会では、金利リスク、価格変動リスク、為替リスクなどの市場性リスクを的確にコン

トロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健
全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度
分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めてい
ます。 
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当

会の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針
を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交
換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員
会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用
部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェック
し定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 
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４．流動性リスク管理態勢に係る取組み 
流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金

確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることに
より損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引がで
きないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被
るリスク（市場流動性リスク）のことです。 
当会では、資金繰りリスクについては、運用・調達について日次・月次の資金計画を作

成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資
判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握した
うえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。 

 
５．オペレーショナル・リスク管理態勢に係る取組み 

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適
切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。当会では、収益発生
を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外のリ
スクで、受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業務運営の過程
において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどについ
て、事務手続を整備し、定期検査等を実施するとともに、事故・事務ミスが発生した場合
は速やかに状況を把握する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に
反映ができるよう努めています。 

 
６．事務リスク管理態勢に係る取組み 

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことによ
り金融機関が損失を被るリスクのことです。当会では、業務の多様化や事務量の増加に対
応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとともに、自主検査・自店
検査を実施し事務リスクの削減に努めています。また、事故・事務ミスが発生した場合に
は、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再
発防止策を実施しています。 

 
７．システムリスク管理態勢に係る取組み 

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に
伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金
融機関が損失を被るリスクのことです。当会では、コンピュータシステムの安定稼動のた
め、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等に備え、「シ
ステムリスク管理マニュアル」を策定しています。 

 

 

コンプライアンス(法令等)遵守の体制 

 
◇法令遵守体制 
 
〔コンプライアンス基本方針〕 

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい
批判に鑑みれば、会員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い
経営を行うことがますます重要になっています。 

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、
この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、
コンプライアンスを重視した経営に取り組みます。 

 
〔コンプライアンス運営態勢〕 

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事会長を委員長とする
コンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンスの推進を行うため、本店各
部門・各支店にコンプライアンス責任者を設置しています。 

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」や、毎
年度コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるとともに、統括部署を
設置し、その進捗管理を行っています。 

また、会員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相
談等の窓口を設置しています。  
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金融ＡＤＲ制度への対応 

 

１．苦情処理措置の内容 

当会においては、組合員等の利用者の皆さまからのご相談・苦情等に対応するための

業務運営体制・内部規則を整備し対応致します。 

具体的には、 

 ①利用者サポート等管理責任者の設置 

 ②ご相談・苦情等総括責任者・担当者の設置 

を行い、利用者の皆さまからのご相談・苦情等については、誠実に受け付け、迅速かつ

適切に対応するとともに、必要に応じて関係部との連携を図り、相談・苦情等の迅速な

解決に努めます。 

 受け付けたご相談・苦情等については、苦情処理態勢の改善や、苦情等の再発防止策・

未然防止策に活用します。 

 

２．紛争解決措置の内容 

   苦情などのお申し出については、当会が対応致しますが、納得のいく解決ができず、

利用者の方が外部の紛争解決機関を活用して解決を図ることを希望される場合は、ＪＡ

バンク・ＪＦマリンバンク相談所を通じて弁護士会仲裁センターをご利用いただけます。

（ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所は、東京、第一東京、第二東京の3弁護士会と提

携しており、紛争解決措置としてこの3弁護士会をご紹介いたします）。 

   なお、利用者の皆さまが直接弁護士会に紛争解決を申し立てることも可能です。 

 

 

漁業者等の経営の改善のための取組の状況 

 

● 中小漁業者等の経営支援に関する取組方針 

当会は、漁業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む漁業者をはじめとする

地域のお客様に対して必要な資金を円滑に供給していくこと」を、金融機関として最も

重要な役割の一つであることを認識し、その実現に向けて取組んでおります。 

 

● 中小漁業者等の経営支援に関する態勢整備の状況 

当会では、金融円滑化にかかる対応措置を適切に把握し対応するため、関係役職員を構

成員とする「コンプライアンス委員会」等を設置し、金融円滑化の方針や施策の徹底に

努めています。 

 

● 中小漁業者等の経営支援に係る取組状況 

漁業者等のお客様に対しては、漁業近代化資金等制度資金の活用をはじめ、各種資金に

迅速かつ適切に対応するとともに、経営相談・指導による金融の円滑化に対応できる人

材の育成と渉外体制の強化に取組んでおります。 
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地域の活性化のための取組の状況 

 

 本会は、会員(漁協等)、組合員並びに地域の皆様に安心してご利用をしていただける信頼

性の高い金融機関として社会的及び公共的責務を果たすことはもとより、信用事業を通して

漁業の発展、地域の振興、活性化に貢献しております。 

 例えば、漁業貢献活動として、「お魚をふやそう定期貯金」の残高に応じて稚魚の放流を

実施したり、広島県新規漁業就業者支援事業や漁協女性部活動等に対する助成の他、「公益

目的事業漁場環境保全活動事業」の魚礁ブロック『貝藻くん』への支援などを行いました。 

  

 

ト ピ ッ ク ス 

 

☆ 金融推進キャンペーン 

年金・水揚代金・給与振込 口座獲得キャンペーン（6. 4. 1～7. 2.28） 

ローン情報獲得キャンペーン                   （6. 4. 1～7. 2.28） 

夏季貯蓄推進キャンペーン                   （6. 7. 1～6. 8.15） 

歳末貯蓄推進キャンペーン                   （6.11.15～6.12.30） 

年度末貯蓄推進キャンペーン                   （7. 2.25～7. 3.31） 

 

☆ 「お魚をふやそう定期貯金」放流事業 

 6年7月15日廿日市市他4地区 オニオコゼ3,000尾、ヒラメ2,200尾、ガザミ46,300尾、

キジハタ10,000尾放流 

 

 

 

事 業 の 内 容                             

 

 信漁連は、水産業協同組合法に基づいて設立された金融機関で、固有の事業として、貯金、

融資（貸出）、為替など銀行と同じ業務を行っています。 

 これらの事業を通じて、会員及びその組合員等からお金を預かり、この貯金を原資として

資金を必要とする会員等への融資を行い、また、会員等の漁獲物の販売代金等の回収や資金

決済のための為替業務を行うことにより、漁業者、漁協、信漁連、農林中央金庫を有機的に

結び付け、漁業系統の大きな力となっています。 

 また、浜を中心とした地域の金融機関として、貯金及び生活ローンの対応などで地元に貢

献しております。 
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浜のくらしを応援するJFマリンバンクの便利なサービス 

JFマリンバンクは、全国各地の漁協、信漁連、全漁連、農林中央金庫からなる全国ネットの

グループで、それぞれが役割を発揮することで浜のくらしを金融面から応援しています。 

 

  系統組織の仕組み 
 

 

 

 

 

 
貯 金 

 

貸 出 
 

出 資 

貯 金 

  
預け金 

出  資 
 

 

 

出  資 

 

(浜)  (都道府県)  (全  国) 
 

1.  全国で利用できる「キャッシュカード」サービス 

  全国の他金融機関、セブン銀行、ローソン銀行、イーネット（ファミリーマート、ポプ

ラなど）のＡＴＭがご利用いただけます。 

○ご利用いただけるお取引 

金融機関名 
残高 

照会 

払い 

戻し 

預け 

入れ 

振込

み 
利用時間※ 

ＪＦマリンバンク 

信漁連 
○ ○ ○ ○ 

[平日]9：00～18：00(一部店舗17：00) 

[平日以外] × 

ＪＡ・信農連 

農林中央金庫 
○ ○ × 〇 

[平日] 

 8：00～21：00 

 

[平日以外] 

 8：00～21：00 

銀行・信金・信組 ○ ○ × 〇 

ゆうちょ銀行 ○ ○ ○ × 

セブン銀行、ローソン

銀行､イーネット 
○ ○ ○ × 

 ※店舗･時間帯によってはご利用できない場合もありますのでご確認下さい。 

 

2.  24時間いつでも利用できる「ＪＦマリンネットバンク」サービス 

  本会の窓口やＡＴＭに出向くことなく、お手持ちのインターネットに接続されているパ

ソコンや携帯電話を利用して、平日、休日を問わず、振込、振替、残高照会及び入出金明

細照会などの各種サービスが24時間ご利用いただけます。 

 

3.  毎月自動振込「年金の受取り」サービス 

  支払日ごとに受け取る年金が口座に自動的に入金されます。 

 

4.  手間がかからない「公共料金の支払い」サービス 

  電気、電話、新聞などの公共料金を支払いするためにわざわざ窓口に出向くことなく、

口座から自動的に振替できます。 

 

5.  近くに店舗がなくても大丈夫「ローン返済口座集金」サービス 

普段お使いの金融機関(都銀、地銀、ゆうちょ銀行、信金、信組、ＪＡ等)口座より、毎月

のローンを無料で自動引落としするサービスです。自宅や会社の近くにマリンバンクの店

舗がない方にご利用いただけます。 

組合員・利用者 

漁        協 

 

信

漁

連 

農 林 中 央 金 庫 

全 漁 連 
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浜のくらしを守る全国ネットの「ＪＦマリンバンク安心システム」の取

組み 

  「JFマリンバンク安心システム」とは、全国の信用事業(金融業務)を行う漁協、信漁連、

農林中央金庫が一体となって強い組織づくりを目指し、お客様から預かった貯金をしっかり

守るとともに、浜のくらしに密着した金融機能を提供していく仕組みのことです。 

1.   漁協系統の全国機関でもある農林中央金庫は、わが国でもトップクラスの格付けを持

ち、「JFマリンバンク安心システム」を中心となって支えています。漁協・信漁連は農

林中央金庫の指導のもと、法令やJFマリンバンク基本方針（※系統自らが定めたルール)

を守ることにより、経営の健全性の確保に努めています。 

・ 農林中央金庫の経営状況(令和7年3月末現在) 

 

・ 世界2大格付機関による農林中央金庫の格付け(令和7年3月末現在) 

農林中央金庫は世界的に権威のある格付機関 

2社において高い格付け評価を得ています。 

2.   より安全な金融機関としてお客様に安心してご利用いただくために、セーフティーネ

ットを構築しています。 

  まず、公的制度である「貯金保険制度」。万が一漁協、信漁連などが経営破綻して貯

金の払戻しができなくなった場合などに貯金を一定の範囲で保護する制度です。 

  そして、グループ全体で経営健全性を確保する「破綻未然防止に関するルール」。グ

ループによる経営チェック、組織強化を行い、必要があれば、農林中央金庫の要請のも

と法律に基づいて設立された「ジェイエフマリンバンク支援協会」による再編・強化の

支援が行われ、万全の貯金者保護に備えています。 

 

  ＋  

 

※   漁協系統で定めた「ＪＦマリンバンク基本方針」を本会の役職員1人1人が自覚を持ち、

守り実践していきます。 

  具体的には、経営状況のチェック(モニタリング)による問題点の早い段階での発見と経

営改善に努めます。 

 

 

   

 

    

        

        

業務の健全性･適切性に関す

るルール 
 破綻未然防止に関するルー

ル 
 再編・強化の支援に関する

ルール 

･法令、系統内ルールの遵守 

･経営体制、リスク管理体制の整備 

 ･経営状況のチェック 

･経営改善、組織再編 

 ･ジェイエフマリンバンク支援 

協会 の支援 

 

自己資本の充実への取組み 

  平成10年4月より｢早期是正措置制度」が施行され、国内金融機関の自己資本比率は4％以上

と基準化されています。また、平成15年1月より導入の｢JFマリンバンク基本方針｣においては、

その基準は8％となっております。 

  本会は激変する金融情勢の中、自己資本比率の安定確保が金融機関の最も重要な経営指標

であると位置付け、自己資本の充実に取り組んでいます。 

令和7年3月末における本会の自己資本比率は12.40％であり、高い水準にあります。 

総 資 産  83兆円 

自己資本比率  22.2％ 

ﾑｰﾃﾞｨｰｽﾞ社     Ａ1 

ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ＆ﾌﾟｱｰｽﾞ社 Ａ 

破綻未然防止に関する

ルール(あんしん体制) 

貯金保険制度 

ＪＦマリンバンクの基本方針の3つルール 
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商品・サービスのご案内 

 

貯金業務 

 会員並びに組合員はもちろん水産業関連団体、地域住民の皆様や事業主の皆様からの貯金

をお預かりしています。 

 普通貯金、スーパー定期、変動金利定期貯金、定期積金など、目的・期間・金額に合わせ

た商品をご用意しております。 

 

■貯金の種類 

（令和7年3月末現在） 

種   類 期 間 年 利 率 最低預入額 

自 由 金 利 型 定 期 貯 金                           

（ 大 口 定 期 ）                 

1ヵ月以上 

5年以内 

  預入期間等によって 

  個別に設定 
 1,000万円 

自 由 金 利 型 定 期 貯 金                           

（スーパー定期） 

1ヵ月以上 

5年以内 

  預入期間等によって 

  個別に設定 
        1円 

自由金利型期日指定定期貯金 
最長3年 

(据置期間1年) 

  預入期間によって 

  個別に設定 
      1円 

変 動 金 利 定 期 貯 金                           1年･2年･3年 
  預入期間等によって 

  個別に設定 
     1円 

貯 蓄 貯 金 定めなし 
  基準残高等によって 

  個別に設定 
       1円 

定  期  積  金 
6ヵ月以上 

7年以内 

3年未満0.225％ 

3年以上0.275％ 
100円 

普 通 貯 金 定めなし 0.100％        1円 

決済用普通貯金 定めなし 無利息        1円 

別 段 貯 金 定めなし 0.100％以下        1円 

通 知 貯 金 7日間以上 0.100％      1万円 
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貸出業務 

会員または組合員への融資をはじめ、地域住民の皆様の暮らしに関する生活ローンなど必

要な資金をご融資しています。 

 また、地方公共団体、水産関連産業などへもご融資し、地域経済の質的向上・発展に貢献

しています。さらに、住宅金融支援機構、㈱日本政策金融公庫等の融資のお申込みの取次ぎ

も行っています。 

 

■貸出商品一覧表 

（令和7年3月末現在） 

種  類 資金使途 貸出金額 期  間 

運
転
資
金 

営 漁 ロ ー ン 資材購入・人件費等 
500万円(合算) 

以内 
5年以内 

普 通 資 金                 一般運転 
融資機関の定め 

による 
原則1年以内 

設

備

資

金 

漁業近代化資金                 
漁船建造・改造 

作業場新築等 

養殖法人 

3億6千万円以内 

その他の者 

 9千万円以内 

法で定めた期間 

営 漁 ロ －  ン  同 上 
500万円(合算) 

以内 
7年以内 

普 通 資 金                 一般設備 
融資機関の定め 

による 
1年以上35年以内 

生

活

資

金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

マイカーローン                 

マイカー購入資金・修

理・車検・免許取得・他

社オートローン借換 

1,000万円以内 15年以内 

リフォームローン 

増改築資金 

住宅購入等に関する 

諸費用 

1,500万円以内 20年以内 

教 育 ロ ー ン                 
入学金、授業料 

下宿代等の費用 
1,000万円以内 21年9ヵ月以内 

その他目的ローン 
上記ローン以外の 

資金使途 
500万円以内 10年以内 

フリーローン 
自由(事業資金･旧債務 

の返済資金は除く) 
1,000万円以内 20年以内 

カードローン 同  上 
30万円(取引状況 

により増枠申請 

受付可) 
1年毎に更新 

住 宅 ロ ー ン                 

住宅新・改・増築 

宅地造成・購入・他社住

宅ローン借換 

10,000万円以内   35年以内 
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為替、その他サービス業務 
 

代金の支払いなど、現金で受払いをしていたものを、口座の入出金により本会がお客様に

代わって決済するもので、お客様の利便性を図るうえでの重要な業務となっています。 

 

為替、その他サービス業務の種類 

（１）為  替  

  国内為替による｢振込｣、｢送金｣、｢代金取立｣を行っています。 

（２）口座振替  

  電気・水道・電話などの公共料金等について、利用者の貯金口座から自動的に引

き落とし、収納機関への納入を行っています。 

（３）口座振込   

  水揚代金や国民年金・厚生年金などの各種年金、給与等について、本人指定の貯

金口座に自動的に入金しています。 

（４）マリンクレジットカード 

  国内外の加盟店で利用できる｢三菱ＵＦＪニコスカード｣を取り扱っています。 

（５）キャッシュカードサービス 

ＪＦマリンバンクのキャッシュカードを使って、全国の漁協・信漁連だけでなくす

べての金融機関でキャッシュサービスを受けることができます。 

※ ＡＴＭにてＪＦマリンバンクのキャッシュカードをご利用された際に手数料が

発生した場合、翌月一括キャッシュバックすることにより実質無料となっており

ます。 

※ 全国のＪＦマリンバンクの他、ゆうちょ銀行やコンビニＡＴＭでのご入金が可能

です。 

 

 

商品利用の留意事項 
 

 本会では、お客様が貯金等の商品を利用される場合は顧客保護の観点から、当該商品の契

約の内容及び信用事業に係る重要な事項等について説明及び情報の提供を行っています。 

①主要な貯金・定期積金の金利の店頭での表示 

②手数料の一覧表の掲示または備え置き 

③取り扱う貯金商品のうち貯金保険の対象となるものの明示 

④商品内容全般に対する情報提供（お客様の求めに応じた説明による） 

───商品名、販売対象、期間（自動継続扱いの有無を含む）、受入方法（受入方法、

最低受入金額、受入単位等）、払戻（支払）方法、利息（利率設定方法、利率表

示場所、利払い頻度、計算方法等）、手数料、付加できる特約事項（総合口座の

担保差入れ、自動集計サービス等）、中途解約時の取扱い（解約利率、手数料等

の計算方法を含む）、その他参考となる事項─── 

 ⑤変動金利貯金の基準とされている指標及び一定の利率設定方法が定められている場合は

    その方法及び金利情報の適切な提供 
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業        績 

 

 

 世界経済は、全体としては緩やかに成長しましたが、ウクライナ情勢の長期化や中東情勢

など地政学リスクに加え、中国経済の減速懸念、トランプ米国新政権の動向などがグローバ

ルな経済活動に影響を与えるなど、先行き不透明な状況が続きました。   

我が国経済も、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大などを背景に、緩やかな

回復基調で推移しましたが、エネルギー価格および原材料価格の上昇や円安に伴う物価高騰

など同様に先行き不透明な状況が続いております。また、能登半島豪雨や各地で大規模な山

火事など災害も続発しました。 

金融環境については、日銀が 2024年 3月のマイナス金利解除に続き、7月と 1月に政策金

利を引上げ、金利のある世界となり、金融機関間で預貯金獲得競争が起こり始めております。 

漁協系統信用事業においては、西日本ブロックにおける広域信漁に向けた協議が継続して

開催されており、本会においても協議に参加しております。また、農林中央金庫においては、

厳しい資金運用環境のため、マリンバンク系統の収支に影響の大きい還元の変更が続いてお

ります。 

漁業をめぐる情勢につきましては、海洋環境の激変や燃油・資材価格高騰、アルプス処理

水の放出に対する中国の我が国水産物の輸入全面禁止の継続など、水産業界には益々厳しい

状況が続きました。 

本県の漁業情勢につきましても、漁船漁業については、漁業就業者の高齢化と減少による

漁業基盤の縮小が続いている中、不漁・魚価安により非常に厳しい状況となっております。

主幹漁業である牡蛎養殖業については、全体的には価格は維持されたものの、育成不良と資

材高騰、更には牡蠣殻問題と厳しい状況も見られました。いわし網については、東部の不漁

に対し西部は順調で、全体的には前年には及ばないまでも例年を大きく上回る水揚げ額とな

りました。のり養殖業についても、前年から一転して例年を大きく上回る水揚げ額でした。 

こうした環境下で、第 10 次中期経営基本計画の中間年度として事業展開を行った結果、貯

金は地公体貯金の特殊要因と他行の高金利攻勢により計画を大きく下回りました。貸付につ

いても激しい金融機関競争のなか、地公体と農林中金劣後ローンの特殊要因が加わり計画未

達に終わりました。 

事業収支状況につきましては、農林中央金庫の無配および貸出金利の低下等による減収に

対し、奨励金の上乗せおよび有価証券運用により、当期剰余金 145百万円と計画を 95百万円

上回りました。自己資本比率につきましては、普通・後配出資合わせて 12百万円の協力をい

ただき、0.34 ポイント上がり 12.40％となりました。 
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5年度末 6年度末 5年度末 6年度末

348 394 115,619 107,688

80,098 71,956 2 4

　 77,626 67,876 20,294 20,362

2,472 4,080 0 0

14,066 14,048 13 15

国 債 457 424 21 31

地 方 債 700 615 93,499 85,557

社 債 7,797 7,643 27 20

外 国 証 券 3,059 3,312 1,760 1,697

株 式 767 825 1,000 700

受 益 証 券 670 639 1,000 700

投 資 証 券 613 588 0 0

25,102 24,535 361 638

　 手 形 貸 付 金 1,111 1,195 144 398

証 書 貸 付 金 22,780 22,578 31 45

209 177 24 15

1,002 584 72 95

141 154 5 6

2 4 82 77

121 135 148 165

17 15 20 20

475 482 79 91

474 481 48 53

1 0 208 158

2,961 3,611 61 63

2,808 3,458 5 4

152 152 　 117,405 109,418

5 4

△ 137 △ 109 4,860 4,995

1,280 1,291

3,582 3,703

1,070 1,094

2,511 2,608

2,157 2,215

特 別 積 立 金 2,107 2,165

水産会館修繕積立金 50 50

354 393

117 145

△ 1 -

796 665

635 505

161 159

5,657 5,660
123,063 115,079 123,063 115,079

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

当 座 貸 越

有 価 証 券

貸 出 金

貯 蓄 貯 金

通 知 貯 金

系 統 外 預 け 金

定 期 積 金

定 期 貯 金

積 立 定 期 貯 金

未 決 済 為 替 借

貯 金

預 け 金 当 座 貯 金

そ の 他 負 債

借 用 金

別 段 貯 金

貸　借　対　照　表

科      目 科      目

(  資 産 の 部  ) (  負 債 の 部  )

系 統 預 け 金 普 通 貯 金

現 金

資                  産 負  債  及  び  純  資　産

未 収 収 益

そ の 他 の 負 債

そ の 他 の 資 産

代 理 業 務 勘 定

そ の 他 資 産

証 書 借 入 金

貸 付 留 保 金

前 受 収 益

金 融 機 関 貸 付

諸 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

未 決 済 為 替 貸

固 定 資 産

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

(  純 資 産 の 部  )

外 部 出 資

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

債 務 保 証

有 形 固 定 資 産

負　債　の　部　合　計

無 形 固 定 資 産

再評価に係る繰延税金負債

そ の 他 利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金

系 統 出 資

会 員 資 本

出 資 金

系 統 外 出 資

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

債 務 保 証 見 返

その他有価証券評価差額金

当 期 未 処 分 剰 余 金

処 分 未 済 持 分

評 価 ･ 換 算 差 額 等

貸 倒 引 当 金

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

(単位：百万円)

土 地 再 評 価 差 額 金

純 資 産 の 部 合 計

（ う ち 当 期 剰 余 金 ）
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（単位：百万円）

損　失　の　部 5年度 6年度 利　益　の　部 5年度 6年度

772 826 942 1,021

125 163 834 946

貯 金 利 息 124 161 貸 出 金 利 息 286 281

支 払 雑 利 息 1 2 預 け 金 利 息 9 45

13 14 有 価 証 券 利 息 配 当 金 232 253

内 国 為 替 支 払 手 数 料 1 1 受 入 雑 利 息 0 0

そ の 他 支 払 手 数 料 7 8 受 取 奨 励 金 301 365

その他役務取引等費用 4 4 受 取 特 別 配 当 金 5 -

74 76 16 16

融 資 保 険 料 25 25 内 国 為 替 受 入 手 数 料 11 11

支 払 助 成 金 1 1 そ の 他 受 入 手 数 料 4 4

国 債 等 債 券 売 却 損 0 40 その他役務取引等収益 0 0

国 債 等 債 券 償 還 損 0 - 70 12

国 債 等 債 券 償 却 39 - 受 取 出 資 配 当 金 47 0

事 業 推 進 費 7 8 受 取 助 成 金 8 9

536 546 国 債 等 債 券 売 却 益 10 0

22 25 そ の 他 の 事 業 収 益 3 2

20 46

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 3 25

償 却 債 権 取 立 益 - 0

そ の 他 の 経 常 費 用 22 25 株 式 等 売 却 益 1 4

170 195 そ の 他 の 経 常 収 益 15 16

0 0 1 0

固 定 資 産 処 分 損 0 0 固 定 資 産 処 分 益 1 0

170 195

49 54

3 △ 4

117 145

246 248

△ 10 -

354 393

942 1,021 942 1,021

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 経 常 費 用

損　益　計　算　書

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 事 業 費 用

合       計合       計

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 剰 余 金

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益

そ の 他 事 業 収 益

前 期 繰 越 剰 余 金

当 期 未 処 分 剰 余 金

事 業 管 理 費

そ の 他 経 常 収 益

過 去 誤 謬 訂 正 累 積 的 影 響

特 別 利 益
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注  記  表 
項  目 注   記   事   項 

Ⅰ．重要な会計方針に

係る事項に関する

注記 

１．有価証券（外部出資含む）の評価基準及び評価方法は以下のとおりです。 

 1）満期保有目的の債券は、移動平均法による償却原価法（定額法）によっております。 

 2）市場価格のあるその他有価証券については、時価法です。 

 3）市場価格のないその他有価証券は、移動平均法による原価法です。 

4）その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２．固定資産の減価償却の方法は以下のとおりです。 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

 1）減価償却資産の償却方法は定率法です。 

2）平成10年4月1日以降取得の建物の償却方法は定額法です。 

3）平成28年4月1日以降取得の建物附属設備及び構築物の償却方法は定額法です。 

4) 主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建 物 3～50年  その他 3年～20年 

5）取得価額10万円以上20万円未満の一括償却資産については、3年間で均等償却を行っております。 

 6）平成15年4月1日以降に取得した30万円未満の少額減価償却資産については取得時に費用処理しており

ます。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

 1）当会利用ソフトウェアについては当会における利用可能期間（5年）に基づく定額法により償却してお

ります。 

３．引当金の計上基準は以下のとおりです。 

 1）貸倒引当金は、資産自己査定実施要領、経理規程及び引当償却基準に則り、以下のとおり計上しており

ます。 

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る

債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）に係る債権については、債権

額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下、「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し、必要と認める額を計上

しております。 

上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込んで

計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間に

おける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

すべての債権は、資産自己査定実施要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

 2）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務(当事業年度末

時点の自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法)に基づき、必要額を計上しております。 

 3）賞与引当金は、職員への賞与支払いに備えるため、職員に対する賞与の見込額のうち当事業年度に帰

属する額を計上しております。 

 4）役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金支出に備えるため、支給規程に基づく当事業年度末の要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法は以下のとおりです。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、重要性の乏しいものについては、通常の賃貸借取引

に準じた会計処理によっております。 

Ⅱ．会計上の見積りに

関する注記 

１．貸倒引当金 

1）当事業年度に係る財務諸表に計上した金額  109,788,165円 

2）その他の情報 

 ① 算出方法 

   貸倒引当金の算出方法は、「Ⅰ.重要な会計方針 ３．引当金の計上基準 1）貸倒引当金」に記

載しております。 

 ② 主要な仮定 

   主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区

分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定し

ております。 

 ③ 翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響 

   個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る

財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

Ⅲ．誤謬の訂正に関す

る注記 

 該当する事項はありません。 

Ⅳ．貸借対照表に関す

る注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額は438,611,234円です。 

２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、コピー機等については、リース契約により使用しております。 

３．担保に供している資産は次のとおりです。 

 担保に供している資産 

系統預け金     9,000,000,000円 

系統外預け金          4,100,000円 
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項  目 注   記   事   項 

 担保資産に対応する債務 

  未決済為替      11,534,463円 

別段貯金            2,094,910円 

４．理事、監事に対する金銭債権の総額は286,171,239円です。 

５．理事、監事に対する金銭債務はありません。 

６．リスク管理債権の内訳は以下のとおりです。 

 1）債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額はありません。危険債権額は72,218,443円です。 

 なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申

立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。また、危

険債権とは債務者が経営破綻の状態に至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（破産更生債権及びこれらに準ず

る債権を除く。）です。 

 2）債権のうち、三月以上延滞債権額はありません。 

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債

権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないものです。 

 3）債権のうち、貸出条件緩和債権額は36,412,000円です。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものです。 

 4）破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合

計額は108,630,443円です。 

なお、上記1)から4)に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反が

ない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資

未実行残高は1,208,200,000円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（または任意の時期に

無条件で取消可能なもの）が1,011,136,587円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶ま

たは契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要

に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている内部手続き

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

８．土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号) 及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成11年3月31日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再

評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金

額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日   平成11年3月31日 

同法律第3条第3項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布､政令第119号)第2条第3号に定める「固定資産

税評価額(市町村が定める地価)」の地価を基準に算出しております。 

 土地の再評価に関する法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合

計額と、当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は13,640,537円です。 

Ⅴ．金融商品に関する

注記 

１. 金融商品の状況に関する事項 

1) 金融商品に対する取組方針 

   当会は、広島県を事業区域として、地元の漁業者等が組合員となっている各地のＪＦが会員となって運

営されている協同組織金融機関であり、主に会員及びその組合員（以下、所属員という）に対して貯金

の受入れや事業資金の貸付等の信用事業を行っており、これに伴う金融商品を有しております。 

当会は貯金を原資として、資金を必要とする所属員等に貸付を行っております。また、残った資金は

農林中金に預け入れるほか、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用を行って

おります。 

2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当会が保有する金融資産は、取引先等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は顧客の契約不履

行によってもたらされる信用リスクに晒されております。決算日現在における貸出金のうち、30.6％は

水産業に対するものであり、当該水産業をめぐる経済環境等の状況の変化により、契約条件に従った債

務履行がなされない可能性があります。また、有価証券は主に債券、株式及び投資信託であり、満期保

有目的、純投資目的で保有しております。これらは、発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場

価格の変動リスクに晒されております。 

借入金については、日本銀行の成長基盤強化施策に基づく農林中央金庫からの借入金です。 

3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当会は、個別の重要案件または大口案件については、理事会において対応方針を決定しております。

また、通常の貸出取引については、本店に審査課を設置し、各支店との連携を図りながら与信審査を行

っております。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとと

もに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っております。貸出取引において資産

の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っております。不良債権については、管

理・回収方針を作成・実施し、資産の健全化に取り組んでおります。また、資産自己査定の結果、貸倒
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引当金については、貸倒償却及び貸倒引当金の計上基準に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全

化に努めております。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金運用課及び総務課において信用情報や時価の把握を

定期的に行うこととしております。 

② 市場リスクの管理 

当会では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確に管理することにより、収益化及

び財務の安定化を図っております。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視した

ＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟

な財務構造の構築に努めております。 

とりわけ有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当会の保有有価証

券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で

構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っております。運用部

門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買を

行っています。運用部門が行った取引については、リスク管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし、定期的にリスク量の測定を行い、経営層に報告しております。 

当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品であります。当会におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、

「有価証券」、「貯金」、「借入金」です。 

当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を

用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。 

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が0.5％

上昇したものと想定した場合には、経済価値が243,489,347円減少するものと把握しております。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の

相関を考慮しておりません。また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額

を超える影響が生じる可能性があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当会は、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し安定的な流動性の

確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行ううえで重要な要素と位置付

け、商品毎に異なる流動性を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っております。 

4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれております。当該価額の算定にお

いては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。なお、

市場価格のない出資等は、次表には含めておりません（４．参照のこと）。 

(単位：円)  

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 預け金 71,956,548,679 71,727,306,097 △229,242,582 

(2) 有価証券    

満期保有目的の債券 3,656,929,904 3,550,343,964 △106,585,940 

その他有価証券(*1) 10,391,820,933 10,391,820,933 0 

(3) 貸出金 24,535,947,987   

貸倒引当金(*2) △109,788,165   

 24,426,159,822 24,608,994,298 182,834,476 

資 産 計 110,431,459,338 110,278,465,291 △152,994,047 

(1) 貯 金 107,688,857,650 107,302,986,769 △385,870,881 

(2) 借入金 700,000,000 697,220,085 △2,779,915 

負 債 計 108,388,857,650 108,000,206,854 △388,650,796 

(*1) その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31 

号 令和3年6月17日）第24-3項及び第24-9項の基準価格を時価とみなす取扱いを適用した投資信

託が含まれております。 

(*2) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

３．金融商品の時価の算定方法 

資 産 

1) 預け金 

満期のない預け金及び満期のある変動金利の預け金については、短期間で市場金利を反映するため、

当該帳簿価額によっております。 

満期のある固定金利の預け金については、期間に基づく区分毎に、新規に預金を行った場合に想定さ

れる預金金利で割り引いた現在価値を算定しております。 

2) 有価証券 

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によ

っております。投資信託については、公表されている基準価格によっております。 

3) 貸出金 

貸出金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行後
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大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。 

一方、固定金利のうち証書貸付金によるものは、回収見込額等に基づいて貸倒引当金を計上している

ため、時価は、貸出金の期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレ

ートで割り引いた額から決算日現在の貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しておりま

す。このとき、貸借対照表に計上されている、分割実行案件の未実行額については、簿価で上記の金額

に合算して時価に代わる金額としております。 

上記以外の手形貸付金については、短期間で償還されることから、時価は簿価と近似しているものと

想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した

額を時価に代わる金額としております。 

なお、貸出金のうち、当該貸付を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていな

いものについては、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定され

るため、帳簿価額を時価としております。 

負 債 

1) 貯 金 

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

満期のある貯金については、期間に基づく区分ごとに、新規に貯金を受け入れる際に使用する利率で

割り引いた現在価値を算定しております。  

2) 借入金 

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額を同様の新規借入に

おいて想定される利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

４．市場価格のない出資等は次のとおりであり、これらは２．の金融商品の時価情報に含まれておりません。 

（単位：円） 

区  分 貸借対照表計上額 

① 系統出資 3,458,580,000 

② 系統外出資 152,910,000 

合  計 3,611,490,000 

５．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

                                         (単位：円) 

 
1年以内 

1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

預け金 70,856,548,679 0 500,000,000 0 

有価証券 1,110,000,000 705,767,563 1,323,340,000 920,000,000 

満期保有目的の債券 100,000,000 0 23,340,000 100,000,000 

その他有価証券の 

うち満期があるもの 1,010,000,000 705,767,563 1,300,000,000 820,000,000 

貸出金(*1) (*2) 5,929,402,117 2,247,105,631 1,946,211,003 1,576,408,587 

合  計 77,895,950,796 2,952,873,194 3,769,551,003 2,496,408,587 

 

 4年超 

5年以内 
5年超 

預け金 0 600,000,000 

有価証券 700,000,000 7,842,155,000 

満期保有目的の債券 200,000,000 3,326,835,000 

その他有価証券の 

うち満期があるもの 500,000,000 4,515,320,000 

貸出金(*1) (*2) 1,424,740,504 11,412,080,145 

合  計 2,124,740,504 19,854,235,145 

(*1) 貸出金のうち、当座貸越177,956,408円については「1年以内」に含めております。また、期限の

ない場合は「5年超」に含めております。 

(*2) 貸出金のうち、三月以上延滞が生じている債権・期限の利益を喪失した債権等は償還の予定が見

込まれないため、含めておりません。 

６．貯金、借入金の決算日後の返済予定額 

                                         (単位：円) 

 
1年以内 

1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

貯金(*) 80,825,288,2

40 

8,948,224,34

6 

16,668,502,5

14 

987,407,56

2 

205,231,9

88 

54,203,00

0 

借入金 600,000,000 100,000,000 0 0 0 0 

合 計 81,425,288,2

40 

9,048,224,34

6 

16,668,502,5

14 

987,407,56

2 

205,231,9

88 

54,203,00

0 

(*) 貯金のうち要求払貯金20,412,987,815円については、「1年以内」に含めて開示しております。ま

た、貯金のうち定期積金は元金のみ開示し、給付補てん備金については含めておりません。 
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Ⅵ．有価証券に関する

注記 

 

 

１．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、｢国債｣、｢地方債｣、｢社債｣、

｢株式｣等が含まれております。 

 1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

  貸借対照表計上額 時  価 差  額 

時価が貸借対照表 地 方 債 291,627,374円 299,577,000円 7,949,626円 

計上額を超えるも 社 債 300,087,762円 307,590,000円 7,502,238円 

の 外国証券 399,383,955円 411,960,000円 12,576,045円 

 小 計 991,099,091円 1,019,127,000円 28,027,909円 

 

  貸借対照表計上額 時  価 差  額 

時価が貸借対照表 国 債 179,669,856円 160,030,000円 △19,639,856円 

計上額を超えない 地 方 債 287,986,405円 286,265,098円 △1,721,307円 

もの 社 債 1,296,140,831円 1,251,618,066円 △44,522,765円 

 外国証券 902,033,721円 833,303,800円 △68,729,921円 

 小 計 2,665,830,813円 2,531,216,964円 △134,613,849円 

     

 合 計 3,656,929,904円 3,550,343,964円 △106,585,940円 

 

2）その他有価証券で時価のあるもの 

 
 取得原価又は償却

原価 
貸借対照表計上額 差  額 

貸借対照表計上額 地 方 債 35,320,000円 35,867,460円 547,460円 

が取得原価又は償 社 債 924,174,440円 940,515,000円 16,340,560円 

却原価を超えるも 外 国 証 券 593,655,653円 631,485,200円 37,829,547円 

の 株  式 253,098,855円 805,479,140円 552,380,285円 

 受 益 証 券 373,546,819円 639,351,733円 265,804,914円 

 投 資 証 券 431,563,868円 570,606,300円 139,042,432円 

 小 計 2,611,359,635円 3,623,304,833円 1,011,945,198円 

 

 

 
 取得原価又は償却

原価 
貸借対照表計上額 差  額 

貸借対照表計上額 国 債 257,620,910円 244,650,000円 △12,970,910円 

が取得原価又は償 社 債 5,383,391,650円 5,106,766,000円 △276,625,650円 

却原価を超えない 外 国 証 券 1,400,000,000円 1,379,248,200円 △20,752,000円 

もの 株  式 22,012,396円 19,525,600円 △2,486,796円 

 投 資 証 券 18,971,730円 18,326,500円 △645,230円 

 小 計 7,081,996,686円 6,768,516,100円 △313,480,586円 

     

 

 合 計 9,693,356,321円 10,391,820,933円 698,464,612円 

                                       

なお、上記の評価差額から繰延税金負債193,218,911円を差し引いた額505,245,701円が、「その他有

価証券評価差額金」に含まれております。 

3）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

4）当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。 

売却額 売却益 売却損 

656,640,539円 4,112,579円 40,484,118円 

5) その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお

り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借

対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下減損処理という）しており

ます。当事業年度における減損処理額はありません。 

  なお、減損処理に当たっては、当会の経理規程に基づき、当事業年度末における時価が取得原価また

は償却原価に比べ50％以上下落した場合には、すべて減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合

は、回復可能性を考慮して減損処理を行っております。 

6）当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。 

Ⅶ．退職給付に関する

注記 

１．退職給付債務等の内容は以下のとおりです。 

1）採用している退職給付制度の概要 

 職員の退職給付に充てるため、退職金規程に基づき、退職一時金制度を採用しております。なお、退

職給付引当金及び退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準委員

会平成28年12月16日）に基づき、簡便法により行っております。 

2）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

     期首における退職給付引当金          79,901,900円 

     退職給付費用               11,372,700円 

     退職給付の支払額                                   0円 
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期末における退職給付引当金        91,274,600円 

3）退職給付債務及び貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

     退職給付債務                      91,274,600円 

退職給付引当金              91,274,600円 

4）退職給付に関連する損益 

     簡便法で計算した退職給付費用        11,372,700円 

２．人件費（福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための

農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組

合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金3,104,423円を含めて計

上しております。 

なお、同組合より示された令和7年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は

20,835千円となっております。 

 

Ⅷ．税効果会計に関す

る注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は次のとおりです。 

 

繰延税金資産  

貸倒引当金超過額 20,488,372円 

賞与引当金超過額 5,796,153円 

未払事業税等 3,207,370円 

未収貸出金利息 80,699円 

退職給付引当金超過額 25,894,604円 

役員退職慰労引当金超過額 15,101,351円 

有価証券償却 9,582,817円 

繰延税金資産小計 80,151,366円 

評価性引当額 △45,172,540円 

繰延税金資産合計（A） 34,978,826円 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △193,218,911円 

繰延税金負債合計（B） △193,218,911円 

繰延税金負債の純額（A+B） △158,240,085円 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳は以下のとおりです。 

 

法定実効税率  27.66％ 

（調整）  

交際費等永久に損金にされない項目 0.15％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.54％ 

住民税均等割等 1.55％ 

評価性引当額の増減 △3.60％ 

税率変更による評価性引当額の修正 0.57％ 

税率変更による当事業年度末繰延税金資産の減額修正 △0.33％ 

その他 0.14％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.60％ 

  

 

３．「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が令和７年３月31日に国会で成立したことに

伴い、令和８年４月１日以後に開始する年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。

これに伴い、令和８年４月１日に開始する年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産および繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の27.66％から28.37％に変更されました。その結果、繰延

税金負債が4,187,531円、再評価にかかる繰延税金負債が1,583,787円それぞれ増加し、土地再評価差額金が

1,583,787円、その他有価証券評価差額金が4,835,581円それぞれ減少し、法人税等調整額が648,050円減少して

おります。 
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キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円）

5年度末 6年度末

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益 170 195

過去誤謬訂正による増減 △ 10 0

減価償却費 8 13

減損損失 0 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3 △ 27

退職給付引当金の増加額 △ 8 11

その他の引当金・積立金の増減額（△は減少） 0 5

資金運用収益 △ 834 △ 946

資金調達費用 125 163

有価証券関係損益（△は益） 27 34

外部出資関係損益 0 0

固定資産処分損益 △ 1 0

資産除去債務の増減 0 0

貸出金の純増減（△は純増） △ 1,847 566

預け金の純増減（△は純増） 3,550 2,800

貯金の純増減（△は純減） 4,594 △ 7,930

借用金の純増減（△は純減） △ 100 △ 300

教育情報資金 0 0

その他 41 240

資金運用による収入 809 934

資金調達による支出 △ 126 △ 141

小　　計 6,396 △ 4,381

法人税等の支払額 △ 64 △ 41

事業活動によるキャッシュ・フロー 6,332 △ 4,422

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 4,387 △ 4,627

有価証券の売却による収入 511 656

有価証券の償還による収入 3,269 3,777

固定資産の取得による支出 △ 6,442 △ 20

固定資産の売却による収入 0 0

外部出資による支出 0 0

外部出資の売却等による収入 0 △ 650

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 612 △ 863

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

出資の増額による収入 9 13

出資金の払戻しによる支出 0 △ 1

出資配当金の支払額 △ 23 △ 24

処分未済持分の取得による支出 △ 1 0

処分未済持分の払戻しによる収入 0 1

少数株主への配当金支払額 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 16 △ 10

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 5,703 △ 5,296

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,189 9,893

Ⅶ 現金及び現金同等物の当期末残高 9,893 4,596
8655376883
9547097047

科　　　　　目
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剰余金処分計算書                             

      （単位：千円） 

科    目 
金         額 

5年度 6年度 

当 期 未 処 分 剰 余 金 354,363 393,460 

剰 余 金 処 分 額 106,118 144,222 

  資 本 準 備 金 

  利 益 準 備 金 

  任 意 積 立 金 

（うち特別積立金） 

  出 資 配 当 金 

(普通出資に対する配当金) 

(後配出資に対する配当金) 

(優先出資に対する配当金) 

0 

24,000 

58,000 

( 58,000) 

24,118 

(  16,107) 

(   3,248) 

(   4,763) 

 

30,000 

90,000 

（ 90,000） 

24,222 

（ 16,069） 

（  3,403） 

（  4,750） 

次 期 繰 越 剰 余 金 248,245 249,237 

 

（注）１．普通出資金の配当は年2.0％の割合です。 

          後配出資金の配当は年1.5％の割合です。 

     優先出資金の配当は年1.5％および2.0％の割合です。 

２．特別積立金は、損失のてん補又は本会の事業の改善発展のための積み立てであり

ます。 

３．次期繰越剰余金に含まれる経営指導・教育情報事業の費用に充てられるための繰

越額（いわゆる教育情報資金）は、7,300,000円であります。 
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財務諸表の正確性等にかかる確認 
    

 
確 認 書 

 

 

１． 私は令和6年4月1日から令和7年3月31日までの事業年度のディスクロージャー誌に記

載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点において適正に表示されて

いることを確認しました。 

 

２． 当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下に体制が整備され、有効

に機能していることを確認しました。 

 

（１） 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適正に業務を遂行する体制が整備

されております。 

 

（２） 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を

検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。 

 

（３） 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。 

 

 

 

令和7年6月23日 

 

広島県信用漁業協同組合連合会 

代表理事会長 樋 口 元 武 

 

 

 

 

会計監査人の監査 
 

 

令和５年度及び令和６年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書及び注記表は、

水産業協同組合法第41条の２第３項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けておりま

す。 
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貯     金 
 

種類別・貯金者別貯金残高 

        （単位：百万円、％） 

 5年度末 6年度末 

 金 額 構成比 金 額 構成比 

当

座

性

貯

金 

当 座 貯 金                     

普 通 貯 金                     

貯 蓄 貯 金                     

通 知 貯 金                     

別 段 貯 金                     

計 

2 

20,294 

0 

13 

21 

20,331 

0.0 

17.5 

0.0 

0.0 

0.0 

17.5 

4 

20,362 

0 

15 

31 

20,412 

0.0 

18.9 

0.0 

0.0 

0.0 

18.9 

定 

期 

性 

貯 

金 

定 期 貯 金                     

 (うち固定自由金利定期) 

 (うち変動自由金利定期) 

定 期 積 金                     

計 

93,527 

(93,287) 

(240) 

1,760 

95,288 

80.8 

(80.6) 

( 0.2) 

1.5 

82.4 

85,578 

(85,416) 

(162) 

1,697 

87,275 

79.4 

(79.3) 

( 0.1) 

1.5 

81.0 

合    計 115,619  100.0 107,688  100.0 

貯 

金 

者 

区 

分 

残 

高 

員 会      員 

組合員直接預り 

計 

24,389 

31,589 

55,978 

21.0 

27.3 

48.4 

25,094 

31,530 

56,624 

23.3 

29.2 

52.5 
内 

員 

 

 

地 方 公 共 団 体                 

金 融 機 関                 

そ の 他                 

計 

9,405 

- 

50,237 

59,642 

8.1 

- 

43.4 

     51.5 

3,142 

- 

47,922 

51,064 

2.9 

- 

44.5 

     47.4 外 

(注)1.定期性貯金の中の定期貯金には積立定期貯金を含んでおります。 

(注)2.固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金 

(注)3.変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期貯金 
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科目別貯金平均残高 

                                     （単位：百万円、％） 

金額 構成比 金額 構成比

流 動 性 貯 金 18,448 (15.9) 19,332 (17.0) 884

定 期 性 貯 金 97,644 (84.1) 94,602 (83.0) △ 3,042

別 段 貯 金 53 (  0.0) 20 (  0.0) △ 33

計 116,145 (100.0) 113,955 (100.0) △ 2,190

譲 渡 性 貯 金 ― （－） ― （－） ―

合    計 116,145 (100.0) 113,955 (100.0) △ 2,190

6年度5年度
増  減

 

(注)1.流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 

(注)2.定期性貯金＝定期貯金＋積立定期貯金＋定期積金 

(注)3.（  ）内は構成比です。 

 

 

 

財形貯蓄残高 

                                           （単位：百万円） 

 5年度末 6年度末 

財 形 貯 蓄 残 高         － － 
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貸 出 金                       

 

種類別・使途別・貸出者別貸出金残高 

                              （単位：百万円、％） 

金  額 構成比 金  額 構成比 増  減

― ― ― ― ―

1,111 4.4 1,195 4.9 84

22,780 90.7 22,578 92.0 △ 202

209 0.8 177 0.7 △ 32

1,002 4.0 584 2.4 △ 418

25,102 100.0 24,535 100.0 △ 567

14,640 58.3 14,254 58.1 △ 386

10,462 41.7 10,281 41.9 △ 181

22,100 88.0 20,951 85.4 △ 1,149

3,002 12.0 3,584 14.6 582

会 員 909 3.6 865 3.5 △ 44

組合員直接貸付 9,242 36.8 9,538 38.9 296

計 10,152 40.4 10,403 42.4 251

地 方 公 共 団 体 8,234 32.8 7,874 32.1 △ 360

金 融 機 関 1,002 4.0 584 2.4 △ 418

そ の 他 5,713 22.8 5,674 23.1 △ 39

計 14,950 59.6 14,132 57.6 △ 818

当 座 貸 越

金 融 機 関 貸 付

合　　　　　計

員

内

員

外

貸
出
者
区
分
残
高

固 定 金 利 貸 出

変 動 金 利 貸 出

設 備 資 金

運 転 資 金

6年度末5年度末

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

 

 

科目別貸出金平均残高 
（単位：百万円、％） 

金額 構成比 金額 構成比

割 引 手 形 ― ― ― ― ―

手 形 貸 付 1,120 4.5 1,192 4.7 72

証 書 貸 付 23,726 94.6 23,706 94.3 △ 20

当 座 貸 越 244 1.0 232 0.9 △ 12

合    計 25,091 100.0 25,132 100.0 41

6年度5年度
増　減
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貸出金担保別内訳                  （単位：百万円） 

5年度末 6年度末 増  減

貯 金 等 1,118 1,145 27

有 価 証 券 ― ― ―

動 産 702 602 △ 100

不 動 産 6,920 7,318 398

その他担保物 263 319 56

計 9,005 9,385 381

漁 信 基 保 証 1,533 1,434 △ 99

そ の 他 保 証 5,097 5,045 △ 52

計 6,630 6,480 △ 150

信 用 9,467 8,669 △ 798

合　　計 25,102 24,535 △ 567  

 

債務保証担保別内訳                  （単位：百万円） 

5年度末 6年度末 増  減

貯 金 等 ― ― ―

有 価 証 券 ― ― ―

動 産 ― ― ―

不 動 産 ― ― ―

その他担保物 5 4 △ 1

計 ― ― ―

漁 信 基 保 証 ― ― ―

そ の 他 保 証 ― ― ―

計 ― ― ―

信 用 ― ― ―

合　　計 ― ― ―  

(注)信用：｢金融機関等の業務の代理に付随して行われる保証｣の金額 

 

業種別貸出金残高                 （単位：百万円、％） 

増  減

農 林 水 産 業 10,152 (40.4) 10,403 (42.4) 251

製 造 業 ― (   ) ― (   ) ―

建 設 業 ― (   ) ― (   ) ―

運 輸 ・ 通 信 業 ― (   ) ― (   ) ―

卸 売 ・ 小 売 業 ― (   ) ― (   ) ―

金 融 ・ 保 険 業 1,002 (4.0) 584 (2.4) △ 418

不 動 産 業 ― (   ) ― (   ) ―

サ ー ビ ス 業 ― (   ) ― (   ) ―

地 方 公 共 団 体 8,234 (32.8) 7,874 (32.1) △ 360

そ の 他 5,713 (22.8) 5,674 (23.1) △ 39

合　　計 25,102 (100.0) 24,535 (100.0) △ 567

6年度末5年度末

 

(注) （  ）内は構成比です。 
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主要な水産業関係の貸出金残高 

（漁業種類等別）                        （単位：百万円） 

5年度末 6年度末 増  減

海 面 漁 業 1,341 1,366 25

海 面 養 殖 業 4,450 4,387 △ 63

そ の 他 漁 業 931 875 △ 56

920 872 △ 48

7,643 7,502 △ 141

漁
業

漁 業 関 係 団 体 等

合 計  

１ 本表は、水産業関係の貸出金残高であるため、水産業者に対する水産業関係資金 

  以外の貸出金残高（生活資金等）は含めておりません。 

２ 漁連・漁協・水産加工業者やそれらの子会社等に対する貸出は「漁業関係団体等」 

  に記載しております。（地公体、金融機関に対する貸出は含めておりません） 

   

 

（資金種類等別） 

＜貸出金＞                          （単位：百万円） 

5年度末 6年度末 増  減
プロパー資金 4,641 4,835 194
水産制度資金 3,002 2,666 △ 336

漁業近代化資金 2,695 2,423 △ 272
その他制度資金 306 243 △ 63

7,643 7,502 △ 141合　　計  

３ プロパー資金とは、信漁連原資の貸出金のうち、制度資金以外のものです。 

４ 水産制度資金には、①地公体等が直接的または間接的に融資するもの、②地公体等 

 が利子補給等を行うことで信漁連が低利で融資するもの、③(株)日本政策金融公庫が 

直接融資するものがあり、ここでは②のみを掲載しております。 

 

 

＜受託貸付金＞                        （単位：百万円） 

5年度末 6年度末 増減

302 280 △ 22

その他 14 11 △ 3
317 291 △ 26合　　計

(株)日本政策金融公庫
（農林水産事業）

 

５ 受託貸付金は、保証残高ではなく、貸出残高を記入しております。 
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有 価 証 券                       

 
 
種類別有価証券平均残高 

                            （単位：百万円、％） 

金  額 構成比 金  額 構成比

国 債 325 2.4 506 3.5 181

地 方 債 428 3.2 466 3.3 38

政 府 保 証 債 ― ― ― ― ―

金 融 債 ― ― ― ― ―

社 債 8,284 62.4 8,880 63.1 596

外 国 債 券 3,155 23.7 3,102 22.0 △ 53

株 式 262 1.9 277 1.9 15

受 益 証 券 373 2.8 374 2.6 1

そ の 他 439 3.3 449 3.1 10

合    計 13,267 100.0 14,056 100.0 789

種類
6年度5年度

増  減

 

 
 
有価証券残存期間別残高 

                                        （単位：百万円） 

1年以下
1年超

3年以下
3年超

5年以下
5年超

7年以下
7年超

10年以下
10年超

期間の定
めなし

合計

国 債 457 457

地 方 債 301 131 143 50 74 700

政 府保 証債

金 融 債

社 債 1,099 1,165 1,032 601 489 3,408 7,797

外 国 債 券 200 697 200 609 1,352 3,059

株 式 767 767

受 益 証 券 55 100 514 670

そ の 他 613 613

国 債 424 424

地 方 債 23 99 135 44 311 615

政 府保 証債

金 融 債

社 債 860 1,281 904 477 571 3,546 7,643

外 国 債 券 199 597 593 805 1,115 3,312

株 式 825 825

受 益 証 券 50 105 483 639

そ の 他 588 588

5
年
度
末

6
年
度
末
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有価証券の含み損益 
 

○有価証券 

                                    （単位：百万円） 

保 有 目 的 
5年度末 6年度末 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

売 買 目 的       － － － － － － 

満期保有目的 2,478 2,504 26 3,656 3,550 △106 

そ   の   他 10,713 11,588 875 9,693 10,391 698 

合  計 13,191 14,092 901 13,349 13,941 592 

１．本表記載の有価証券は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので

あります。 

①  売買目的有価証券の残高はありません。 

②  満期保有目的有価証券については、取得原価が貸借対照表価額として計上されてお

ります。 

③  その他有価証券については、時価を貸借対照表価額としております。 

 

 

○金銭の信託 

                                   （単位：百万円） 

 5年度末 6年度末  

 取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益  

金銭の信託 － － － － － －  

・取得価額は賃借対照表価額によっております。 

 時価等の算定は、以下により金銭の信託受益者が合理的に算出した価格によっております。 

１．取引所上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格によって

おります。 

２．店頭株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 

 

 

保有有価証券の利回り 

                    （単位：％） 

 5年度 6年度 

国 債 1.32 1.13 

地 方 債 2.04 1.41 

社 債 1.29 1.33 

以 上 平 均 1.32 1.32 

１．売買損益を除く利息配当利回りを表示しております。 
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オフバランス取引の状況 

               （単位：百万円） 

 契約金額・想定元本額 

債券先物オプション －  

債券店頭オプション －  

債券先物 －  

合  計 －  

 

 

先物取引の時価情報 

              （単位：千円） 

 
5年度末 6年度末 

契約額 時 価 差損益 契約額 時 価 差損益 

債 券 
売 建 － － － － － － 

買  建 － － － － － － 

 

 

オプション取引の時価情報 

                                     （単位：千円） 

 5年度末 6年度末 

 

 

貸借対照 

表価額 
時 価 差損益 

貸借対照 

表価額 
時 価 差損益 

 

債券先物 

オプショ 

ン 

売建 
ｺ ｰ ﾙ     － － － － － － 

ﾌﾟｯﾄ － － － － － － 

買建 
ｺ ｰ ﾙ     － － － － － － 

ﾌﾟｯﾄ － － － － － － 

 

（単位：千円） 

 貸借対照表価額 

 5年度末 6年度末 

 売 建 買 建 売 建 買 建 

債 券 店 頭           ｺ ｰ ﾙ     － － － － 

オプション ﾌﾟｯﾄ － － － － 
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受託業務・為替業務等 

 

受託貸付金の残高                （単位：百万円） 

受  託  先 5年度末 6年度末 

株式会社日本政策金融公庫 302 280 

独立行政法人住宅金融支援機構 9 8 

独立行政法人福祉医療機構 4   3 

計 317 291 

 
 
 
内国為替の取扱実績 

                   （単位：件、百万円） 

 5年度 6年度 

仕 向 被仕向 仕 向 被仕向 

 

種 

送金・振込（件 数） 

     金 額 

(37,144) 

65,243 

(50,334) 

69,641 

(36,718) 

66,800 

(52,267) 

64,021 

 

 

代 金 取 立          （件 数） 

     金 額 

(    23) 

     7 

(     1) 

     3 

(     18) 

     16 

(     -) 

     - 

類       （件 数） 

  計 金 額 

(37,167) 

62,250 

(50,335) 

69,644 

(36,736) 

66,816 

(52,267) 

64,021 
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平 残 ・ 利 回 り 等                           

 

粗 利 益              （単位：百万円、％） 

834 946
125 163
708 782
16 16
13 14
3 2

その他事業収益 70 12
受取出資配当金 48 0
受取助成金 14 9
国債等債券売却益 9 0

74 76
△ 4 △ 64

事業粗利益 708 720
事業粗利益率 0.59 0.61
事業純益 172 174
実質事業純益 172 174
コア事業純益 197 214

197 214
コア事業純益
（投資信託解約損益除く）

5年度 6年度区　　分

その他事業費用
その他事業収支

役務取引等収支

役務取引等収益
役務取引等費用

資金運用収支

資金運用収益
資金調達費用

 

(注)1.事業粗利益＝（資金運用収支＋金銭の信託運用見合費用)＋役務取引等収支＋その他事業収支 

(注)2.事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×100 

(注)3.事業純益＝事業粗利益－経費(人件費・物件費・税金)－一般貸倒引当金繰入額 

(注)4.実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額 

(注)5.コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益 

 

資金運用勘定・調達勘定の平均残高等          （単位：百万円、％） 

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

118,891 811 0.68 116,362 946 0.81

貸出金 25,091 286 1.14 25,132 281 1.12

預け金 80,531 316 0.39 77,173 410 0.53

有価証券 13,267 209 1.57 14,056 220 1.57

117,237 124 0.10 114,906 161 0.14

貯金・定積 116,145 124 0.10 113,955 161 0.14

借用金 1,092 - - 951 - -

0.57 0.63

0.14 0.14

貯金原価率

総資金利ざや

5年度 6年度

資金運用勘定

資金調達勘定

区分

 

(注)1.有価証券利息は、実質数値（利息＋売買損益等含む）を表示しております。 

(注)2.貯金原価率＝(貯金利息＋譲渡性貯金利息＋支払奨励金＋経費)／(貯金平残＋譲渡 

性貯金平残)×100 

(注)3.総資金利ざや＝総資金運用利回り－総資金原価率 
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受取・支払利息の増減額 

    （単位：百万円） 

 5年度増減額 6年度増減額 

受取利息 25 52 

 

 

 

うち貸出金 

預け金 

有価証券 

△  3 

5 

23 

△  4 

35 

21 

支払利息 △  4 36 

 

 

 

うち貯金 

  譲渡性貯金 

借用金 

△  4 

－ 

－ 

36 

－ 

－ 

差    引 21 16 

（注）増減額は前年度対比です。 

 

 

経費の内訳 

 （単位：百万円） 

 

 

 5年度 6年度 

人件費 266 269 

 役員報酬 

役員退職慰労引当金繰入 

給料手当 

 賞与引当金戻入（控除） 

賞与引当金繰入 

福利厚生費 

退職給付費用 

26 

5 

183 

△20 

20 

37 

14 

28 

5 

185 

△20 

20 

37 

11 

旅費交通費 3 3 

業務費 212 213 

負担金 6 3 

施設費 36 44 

貯金保険料 6 6 

雑費 0 0 

税金 4 4 

合   計 536 546 
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諸  指  標 

 

最近5年間の主要な経営指標 

                           （単位：百万円、口） 

 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 

経 常 収 益               1,001 1,032 943 942 1,021 

経 常 利 益               240 252 200 170 195 

当 期 剰 余 金        184 186 137 117 145 

出 資 金 

出 資 口 数 

1,241 

124,114 

1,255 

125,538 

1,270 

127,084 

1,280 

128,028 

1,291 

129,183 

純 資 産 額 5,299 5,426 5,259 5,657 5,660 

総 資 産 額 116,586 118,229 118,028 123,063 115,079 

貯 金 等 残 高 109,445 110,899 111,024 115,619 107,688 

貸 出 金 残 高               24,891 24,604 23,255 25,102 24,535 

有価証券残高               11,863 12,996 13,065 14,066 14,048 

剰余金配当金額 

・ 出資配当の額 

・ 事業利用分量配当の額 

23 

23 

－ 

23 

23 

－ 

23 

23 

－ 

24 

24 

－ 

24 

24 

－ 

職 員 数 47人 47人 48人 45人 46人 

単体自己資本比率 12.10％ 12.07％ 12.02％ 12.06％ 12.40% 

(注)「単体自己資本比率」は、「漁業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」

(平成18年金融庁・農林水産省告示第3号)に基づき算出しております。 
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自己資本の充実の状況 

○自己資本調達手段の概要に関する事項 

◇自己資本比率の状況 

 当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、

財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。 

 令和７年３月末における自己資本比率は、内部留保に努めるとともに、不良債権処理及

び業務の効率化等に取り組んだ結果、12.40％となりました。 

 

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実 

 当会の自己資本は，会員からの普通出資金のほか，後配出資金，優先出資金により調達

しております。 

普通出資金  

項 目 内 容 

発行主体 広島県信用漁業協同組合連合会 

資本調達手段の種類 普通出資 

コア資本に係る基礎項目に算入

した額 
8.0 億円（前年度 8.0 億円） 

 

後配出資金  

項 目 内 容 

発行主体 広島県信用漁業協同組合連合会 

資本調達手段の種類 後配出資金 

コア資本に係る基礎項目に算入

した額 
2.4 億円（前年度 2.2 億円） 

 

優先出資金  

項 目 内 容 

発行主体 広島県信用漁業協同組合連合会 

資本調達手段の種類 優先出資金 

コア資本に係る基礎項目に算入

した額 
2.5 億円（前年度 2.5 億円） 

 

 当会では、将来的な信用リスクや金利リスクの増加に備えて、安定的な自己資本比率の

維持に努めるため、内部留保による自己資本増強を行っております。 

 また、自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」および「自己資本

比率算出事務手続」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しており

ます。 

 これに基づき、当会における信用リスクやオペレーショナル・リスクに対応した十分な

自己資本の維持に努めています。 
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○自己資本の構成に関する事項 

〔 5年度様式〕 （単位：百万円、％） 

項     目 前期末  

コア資本に係る基礎項目    (1) 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額  4,836  

  うち、出資金及び資本準備金の額 1,280  

  うち、再評価積立金の額 -  

  うち、利益剰余金の額 3,582  

  うち、外部流出予定額    (△) △24  

  うち、上記以外に該当するものの額 -  

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 45  

  うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 45  

  うち、適格引当金コア資本算入額 -  

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 -  

  うち、回転出資金の額 -  

  うち、上記以外に該当するものの額 -  

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経過措

置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
-  

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、経過措

置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
-  

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 4,881  

コア資本に係る調整項目    (2) 

無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)の額の合計額  -  

  うち、のれんに係るものの額  -  

  うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額  -  

繰延税金資産(一時差異に係るものを除く。)の額  -  

適格引当金不足額  -  

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額  -  

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額  -  

前払年金費用の額  -  

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額  -  

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額  -  

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額  -  

特定項目に係る十パーセント基準超過額  -  

  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額  -  

  うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額  -  

  うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額  -  

特定項目に係る十五パーセント基準超過額  -  

  

  

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額  -  

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額  -  

  うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額  -  

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 0  

自己資本 

自己資本の額（（イ）一（ロ）） （ハ） 4,881  

リスク・アセット等    (3) 

信用リスク・アセットの額の合計額 39,147  

  資産（オン・バランス）項目 39,135  

    うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 -  

     
うち他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置を用いて算出し

たリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額（△） 
-  

     うち、上記以外に該当するものの額 -  

  オフ・バランス項目 11  

  ＣＶＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額  -  

  中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額  -  

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 1,307  

信用リスク・アセット調整額  -  

オペレーショナル・リスク相当額調整額  -  

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 40,454  

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（二）） 12.06%  
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〔 6年度様式〕 （単位：百万円、％） 

項     目 当期末  

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 4,970  

  うち、出資金及び資本準備金の額 1,291  

  うち、再評価積立金の額 -  

  うち、利益剰余金の額 3,703  

  うち、外部流出予定額    (△) △24  

  うち、上記以外に該当するものの額 -  

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 37  

  うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 37  

  うち、適格引当金コア資本算入額 -  

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経過措

置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
-  

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 5,008  

コア資本に係る調整項目 

無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)の額の合計額  -  

  うち、のれんに係るものの額  -  

  うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額  -  

繰延税金資産(一時差異に係るものを除く。)の額  -  

適格引当金不足額  -  

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額  -  

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額  -  

前払年金費用の額  -  

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額  -  

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額  -  

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額  -  

特定項目に係る十パーセント基準超過額  -  

  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額  -  

  うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額  -  

  うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額  -  

特定項目に係る十五パーセント基準超過額  -  

  

  

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額  -  

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額  -  

  うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額  -  

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 0  

自己資本 

自己資本の額（（イ）一（ロ）） （ハ） 5,008  

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 39,155  

  資産（オン・バランス）項目 39,145  

    

うち他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置を用

いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセッ

トの額を控除した額（△） 

-  

  オフ・バランス項目 9  

  ＣＶＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額 -  

  中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 -  

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額   

勘定間の振替分   

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 1,218  

資本フロア調整額 -  

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 40,373  

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（二）） 12.40％  
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○自己資本の充実に関する事項 

〔 5年度様式〕                                      （単位：百万円） 

  

信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ 

 

（標準的手法） 

5年度末  
ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ 

の期末残高 

ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ

額 

所要自己 

資本額 
   

 ａ ｂ=ａ×4%    

 現金 348 0 0    

 我が国の中央政府及び中央銀行向け 1,071 0 0    

 外国の中央政府及び中央銀行向け - - -    

 国際決済銀行等向け - - -    

 我が国の地方公共団体向け 7,171 0 0    

 外国の中央政府等以外の公共部門向け - - -    

 国際開発銀行向け - - -    

 地方公共団体金融機構及び我が国の政府

関係機関向け 536 53 2    

 地方三公社向け - - -    

 金融機関及び第一種金融商品取引業者向

け 83,139 16,627 665    

 法人等向け 10,254 4,731 189    

 中小企業等・個人向け 652 170 6    

 抵当権付住宅ローン 6,082 1,998 79    

 不動産取得等事業向け 555 547 21    

 三月以上延滞債権 18 3 0    

 取立未済手形 2 0 0    

 信用保証協会等による保証付 1,533 153 6    

 ㈱地域経済活性化支援機構及び㈱東日本

大震災事業者再生支援機構による保証付 - - -    

 出資等 615 615 24    

  うち出資等のエクスポージャー 615 615 24    

  うち重要な出資のエクスポージャー - - -    

 上記以外 9,918 14,076 563    

 
 

(うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のう

ち、対象普通出資等及びその他外部ＴＬＡＣ関連

調達手段に該当するもの以外のもの以外のもの

に係るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

  
(うち農林中央金庫の対象資本調達手段に係るｴｸ

ｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) 3,241 8,102 324    

  
(うち特定項目のうち調整項目に算入されない部

分に係るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

 
 

(うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決

権を保有している他の金融機関等に係るその他

外部TLAC関連調達手段に関するｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

 

 

(うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決

権を保有していない他の金融機関等に係るその

他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC

関連調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係

るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

  (うち上記以外のｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) 6,677 5,973 238    

 証券化 - - -    

  （うちＳＴＣ要件適用分） - - -    

  （うち非ＳＴＣ要件適用分） - - -    

 再証券化 - - -    

 ﾘｽｸ･ｳｴｲﾄのみなし計算が適用されるｴｸｽ

ﾎﾟｰｼﾞｬｰ 239 157 6    

 経過措置によりﾘｽｸ･ｱｾｯﾄの額に算入さ

れるものの額       

 他の金融機関等の対象資本調達手段に係

るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰに係る経過措置によりﾘｽｸ

･ｱｾｯﾄの額に算入されなかったものの額

(△)  - -    

 合 計 

（信用リスク・アセットの額） 122,138 39,135 1,565    
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〔 6年度様式〕                                      （単位：百万円） 

  

信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ 

 

（標準的手法） 

6年度末  
ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ 

の期末残高 

ﾘｽｸ･ｱｾｯ

ﾄ額 

所要自己 

資本額 
   

 ａ ｂ=ａ×4%    

 現金 394 0 0    

 我が国の中央政府及び中央銀行向け 1,038 0 0    

 外国の中央政府及び中央銀行向け - - -    

 国際決済銀行等向け - - -    

 我が国の地方公共団体向け 6,286 0 0    

 外国の中央政府等以外の公共部門向け - - -    

 国際開発銀行向け 302 90 3    

 地方公共団体金融機構向け 417 41 1    

 我が国の政府関係機関向け       

 地方三公社向け - - -    

 金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 75,040 15,545 621    

 カバードボンド向け - - -    

 法人等向け(特定貸付債権向けを含む) 5,745 2,750 110    

  (うち特定貸付債権向け) - - -    

 中堅中小企業等向け及び個人向け 8,279 4,348 173    

  (うちトランザクター向け) - - -    

 不動産関連向け 7,720 3,526 141    

  (うち自己居住用不動産向け) 4,286 1,389 55    

  (うち賃貸用不動産向け) 3,309 2,030 81    

  (うち事業用不動産関連向け) 124 106 4    

  (うちその他不動産関連向け) - - -    

  (うちＡＤＣ向け) - - -    

 劣後債権及びその他資本性証券等 2,593 2,593 103    

 延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 52 65 2    

 自己居住用不動産等向けｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰに係る延滞 0 0 0    

 取立未済手形 4 0 0    

 信用保証協会等による保証付 1,434 143 5    

 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 - - -    

 株式等 580 580 23    

 上記以外 4,211 9,421 376    

  (うち重要な出資のｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

 
 

(うち他の金融機関等の対象資本等調達手段対象普通出資等及

びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するもの以外のも

の以外のものに係るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

  (うち農林中央金庫の対象資本調達手段に係るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) 3,473 8,682 347    

  
(うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るｴｸｽ

ﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

 
 

(うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有して

いる他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に関

するｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

 
 

(うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有して

いない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段の

うち、その他外部TLAC関連調達手段に係る5％基準額を上回る

部分に係るｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) - - -    

  (うち上記以外のｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ) 738 738 29    

 証券化 - - -    

  (うちSTC要件適用分) - - -    

  (うち短期STC要件適用分） - - -    

  (うち不良債権証券化適用分) - - -    

  (うちSTC・不良債権証券化適用対象外分） - - -    

 再証券化 - - -    

 ﾘｽｸ･ｳｴｲﾄのみなし計算が適用されるｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ 239 157 6    

  (うちルックスルー方式) 239 157 6    

  (うちマンデート方式) - - -    

  (うち蓋然性方式250％) - - -    

  (うち蓋然性方式400％) - - -    

  (うちフォールバック方式) - - -    

 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るｴｸｽﾎﾟｰ

ｼﾞｬｰに係る経過措置によりﾘｽｸ･ｱｾｯﾄの額に算入さ  - -    
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れなかったものの額(△) 

 標準的手法を適用するｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ計 - - -    

 CVAリスク相当額÷８％ - - -    

 中央清算機関関連ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ - - -    

 合 計（信用リスク・アセットの額） 114,330 39,155 1,566    

 

○オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 

〔 5年度様式〕            （単位：百万円） 
5年度 

粗利益額 
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ相当額を

8％で除して得た額 

所要自己 

資本額 

ａ ｂ=ａ×15%÷8% ｃ=ｂ×4% 

697 1,307 52 

 

〔 6年度様式〕                       （単位：百万円） 

 6年度 

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 1,218 

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 48 
BI 812 
BIC 97 

（注）１．オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たり、当会では基礎的手法を採用しております。 

 

○所要自己資本額 

（単位：百万円） 

5年度 6年度 

ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ 

(分母)合計 

所要自己資本額 ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ 

(分母)合計 

所要自己資本額 

ａ ｂ=ａ×4% ａ ｂ=ａ×4% 

40,454 1,618 40,373 1,614 

 

○信用リスクに関する事項 

◇標準的手法に関する事項 

 当会では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法

により算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイ

トの判定に当たり使用する格付等は次のとおりです。 

（ア）リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依

頼格付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。 

適 格 格 付 機 関 

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） 

株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ） 

ムーディーズ･インベスターズ・サービス･インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ） 

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ） 

フィッチ・レーティングス（Ｆｉｔｃｈ） 
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（イ）リスク・ウェイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・

リスク・スコアは、以下のとおりです。 

ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ 適格格付機関 ｶﾝﾄﾘｰ･ﾘｽｸ･ｽｺｱ 

金融機関向けｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ   

法人等向けｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ 
R&I,Moody’s,JCR, 

S&P,Fitch 
 

 

○信用リスクに関するエクスポージャーの業種別の期末残高及び主な種類別の内訳 

（単位：百万円） 

 

5年度末 6年度末 

信用ﾘｽ ｸに

関するｴｸ ｽ

ﾎﾟｰｼﾞｬｰの

残高 

 
信用ﾘｽｸに

関するｴｸｽ

ﾎﾟｰｼﾞｬｰの

残高 

 

うち 

貸出金等 

うち 

債  券 

うち 

貸出金等 

うち 

債  券 

法 

人 

卸売・小売業 797 126 671 679 122 557 

金融・保険業 86,870 1,002 3,030 79,016 584 3,086 

サービス業 1,696 1,696 - 1,632 1,632 - 

地方公共団体 8,935 8,234 700 8,489 7,874 615 

その他 12,822 2,935 7,611 12,999 2,987 7,736 

個 人 11,107 11,107  11,334 11,334  

固定資産等 475   482   

合 計 122,704 25,102 12,014 114,635 24,535 11,995 

（注）１．全て国内取引です。 

   ２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以

外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。 

   ３．当会は、デリバティブ取引の取扱いはありません。 

 

 

○信用リスクに関するエクスポージャーの残存期間別の期末残高及び主な種類別の

内訳 
（単位：百万円） 

 

5年度末 6年度末 

信用ﾘｽ ｸに

関するｴｸ ｽ

ﾎﾟｰｼﾞｬｰの

残高 

 信用ﾘｽｸに

関するｴｸｽ

ﾎﾟｰｼﾞｬｰの

残高 

 

うち 

貸出金等 

うち 

債  券 

うち 

貸出金等 

うち 

債  券 

1年以下 86,439 5,239 1,401 77,846 5,929 1,060 

1年超3年以下 5,800 4,379 1,365 6,596 4,193 1,902 

3年超5年以下 5,302 3,341 1,861 4,599 3,001 1,598 

5年超7年以下 3,560 2,615 944 3,083 2,469 613 

7年超 16,250 9,508 6,442 16,361 8,942 6,819 

期限の定めなし 5,350 17 - 6,147 - - 

合 計 122,704 25,102 12,014 114,635 24,535 11,995 

（注）１．全て国内取引です。 

   ２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以

外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。 
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○三月以上延滞エクスポージャーの期末残高及び業種別の内訳 

（単位：百万円） 

 5年度末 

法 

人 

卸売・小売業 － 

金融・保険業 － 

サービス業 － 

地方公共団体 － 

その他 － 

個 人 － 

合 計 － 

（注）全て国内取引です。 

 

○延滞エクスポージャーの期末残高及び業種別の内訳 

（単位：百万円） 

 6年度末 

法 

人 

卸売・小売業 － 

金融・保険業 － 

サービス業 － 

地方公共団体 － 

その他 － 

個 人 － 

合 計 － 

（注）全て国内取引です。 

 

○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

（単位：百万円） 

 

5年度 6年度 

期首 

残高 

期中 

増加 

期中減少額 
期末 

残高 

期首 

残高 

期中 

増加 

期中減少額 
期末 

残高 
目的 

使用 
その他 

目的 

使用 
その他 

一般貸倒引当金 46 45 － 46 45 45 37 － 45 37 

個別貸倒引当金 94 91 － 94 91 91 72 17 73 72 

 

法 

人 

卸売・小売業 － － － － － － － － － － 

金融・保険業 － － － － － － － － － － 

サービス業 － － － － － － － － － － 

地方公共団体 － － － － － － － － － － 

その他 58 57 － 58 57 57 56 － 57 56 

個  人 36 34 － 36 34 34 15 17 16 15 

（注）全て国内取引です。 

 

○貸出金償却の額 

（単位：百万円） 

 5年度 6年度 

法 

人 

卸売・小売業 － － 

金融・保険業 － － 

サービス業 － － 

地方公共団体 － － 

その他 － － 

個 人 － － 

合 計 － － 

（注）全て国内取引です。 
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○信用リスク・アセット残高内訳表 

〔 6年度様式〕                           （単位：百万円） 

オン・バラン

ス資産項目

オフ・バラン

ス資産項目

オン・バラン

ス資産項目

オフ・バラン

ス資産項目

信用リスク・

アセットの額

A B C D E
F(=E/(C+D)

）

1 現金 0 394 - 394 - - 0

2 我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 1,038 - 1,038 - - 0

3 外国の中央政府及び中央銀行向け 0～150 - - - - - -

4 国際決済銀行等向け 0 - - - - - -

5 我が国の地方公共団体向け 0 6,286 - 8,277 - - 0

6 外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～150 - - - - - -

7 国際開発銀行向け 0～150 302 - 302 - 90 30

8 地方公共団体金融機構向け 10～20 - - - - - -

9 我が国の政府関係機関向け 10～20 417 - 883 - 41 5

10 地方三公社向け 20 - - - - - -

11
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会

社向け
20～150 75,040 - 75,040 - 15,545 21

（うち第一種金融商品取引業者及び保険会社向

け）
20～150 702 - 702 - 200 29

12 カバード・ボンド向け 10～100 - - - - - -

13 法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 20～150 5,745 - 5,745 - 2,750 48

（うち特定貸付債権向け） 20～150 - - - - - -

14 中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100 8,269 9 5,073 9 4,348 86

（うちトランザクター向け） 45 - - - - - -

15 不動産関連向け 20～150 7,720 - 7,278 - 3,526 48

（うち自己居住用不動産等向け） 20～75 4,286 - 3,844 - 1,389 36

（うち賃貸用不動産向け） 30～150 3,309 - 3,309 - 2,030 61

（うち事業用不動産関連向け） 70～150 124 - 124 - 106 85

（うちその他不動産関連向け） 60 - - - - - -

（うちADC向け） 100～150 - - - - - -

16 劣後債権及びその他資本性証券等 150 2,593 - 2,593 - 2,593 100

17
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除

く。）
50～150 52 - 43 - 65 149

18
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係

る延滞
100 0 - 0 - 0 100

19 取立未済手形 20 4 - 4 - 0 20

20 信用保証協会等による保証付 0～10 1,434 - 1,434 - 143 10

21
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証

付
10 - - - - - -

22 株式等 250～400 580 - 580 - 580 100

23 上記以外 100～1250 4,211 - 4,211 - 9,421 224

（うち重要な出資のエクスポージャー） 1250 - - - - - -

（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段の

うち対象普通出資等及びその他外部TLAC関連調

達手段に該当するもの以外のものに係るエクス

ポージャー）

250～400 - - - - - -

（うち農林中央金庫、漁業協同組合連合会、水

産加工業協同組合連合会又は共済水産業協同組

合連合会の対象普通出資等に係るエクスポー

ジャー）

100～250 3,473 - 3,473 - 8,682 250

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない

部分に係るエクスポージャー）
250 - - - - - -

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議

決権を保有している他の金融機関等に係るその

他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポー

ジャー）

250 - - - - - -

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議

決権を保有していない他の金融機関等に係るそ

の他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポー

ジャー）

150 - - - - - -

（うち右記以外のエクスポージャー） 100 738 - 738 - 738 100

24 証券化 - - - - - - -

（うちSTC要件適用分） - - - - - - -

（うち短期STC要件適用分） - - - - - - -

（うち不良債権証券化適用分） - - - - - - -

（うちSTC・不良債権証券化適用対象外分） - - - - - - -
25 再証券化 - - - - - - -

26
リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエ

クスポージャー
- 239 - 239 - 157 66

27 未決済取引 - -

28

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエク

スポージャーに係る経過措置によりリスク・ア

セットの額に算入されなかったものの額（△）

- -

合計（信用リスク・アセットの額） - 39,155

項　　目

リスク・

ウェイト(%)

当期末

CCF・信用リスク CCF・信用リスク
リスク・

ウェイトの

加重平均値

(%)

削減効果適用前 削減効果適用後

（注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、5年度について 

は、記載しておりません。 
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○ポートフォリオの区分ごとのCCF適用後および信用リスク削減手法の効果を勘案し

た後のエクスポージャーの額 

［6年度様式］ （単位：百万円）

0% 10% 20% 100% その他 合計

394 - - - - 394

0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

1,038 - - - - - 1,038

- - - - - - -

- - - - - - -

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計

8,277 - - - - - - 8,277

- - - - - - - -

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計

- - 302 - - - - 302

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計

- - - - - - - -

- 883 - - - - - 883

- - - - - - - -

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計

69,186 5,070 - 100 - - - - 74,357

100 602 - - - - - - 702

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計

カバード・ボンド向け - - - - - - - - -

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計

743 4,600 401 - - - - - - 5,745

- - - - - - - - - -

45% 75% 85% 100% その他 合計

- 481 4,060 541 - 5,083

- - - - - -

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計

- - - - 3,844 - - - - - - - 3,844

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計

- - - - - 3,209 - - 99 - - 3,309

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計

77 - 47 - - - 124

60% その他 合計

- - -

100% 150% その他 合計

- - - -

100% 150% 250% 400% その他 合計

2,593 - - - - 2,593

50% 100% 150% その他 合計

0 - 43 - 43

- 0 - - 0

0% 10% 20% 100% その他 合計

- - 4 - - 4

信用保証協会等による保証付 - 1,434 - - - 1,434

- - - - - -

100% 150% 250% 400% その他 合計

項目

我が国の地方公共団体向け

現金

信用リスク・エクスポージャーの額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

地方三公社向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

不動産関連向け
（うちその他不動産関連向け）

法人等向け（特定貸付債権向
けを含む。）

不動産関連向け
（うち賃貸用不動産向け）

不動産関連向け
（うち事業用不動産関連向け）

不動産関連向け
（うちADC向け）

劣後債券及びその他資本性証券等

国際開発銀行向け

中堅中小企業等向け及び個人向け

（うちトランザクター向け）

不動産関連向け
（うち自己居住用不動産等向け）

金融機関、第一種金融商品取
引業者及び保険会社向け

（うち第一種金融商品取引業者
及び保険会社向け）

（うち特定貸付債権向け）

延滞等向け（自己居住用不動
産関連向けを除く。）

自己居住用不動産等向けエク
スポージャーに係る延滞

取立未済手形

株式会社地域経済活性化支援
機構等による保証付
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○信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額 

〔 5年度様式〕                           （単位：百万円） 

 
5年度末 

格付有 格付無 計 

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高 

  0% － 10,104 10,104 

 10% 536 2,097 2,633 

 20% 83,306 770 84,077 

 35% － 5,562 5,562 

 50% 6,523 0 6,523 

 75% － 223 223 

100% 1,106 7,319 8,426 

150% － － － 

200% － － － 

250% 3,241 － 3,241 

1250% － － － 

その他 － 239 239 

自己資本控除額 － － － 

合  計 94,714 26,316 121,031 

 

〇資産（オフバランス取引等含む）残高等リスク・ウェイト区分内訳表 

〔 6年度様式〕                                          （単位：百万円） 

オン・バランス資

産項目

オフ・バランス資

産項目

１ 89,847 0 - 91,862

２ 8,227 0 - 8,227

３ 1,279 4 75 883

４ 0 0 - 0

５ 6,672 4 85 4,060

６ 4,670 0 - 4,491

７ 146 0 - 146

８ 52 0 - 43

９ 3,473 0 - 3,473

10 0 0 - 0

11 0 0 - 0

12 0 0 0 0

114,369 9 80 113,189合計

リスク・ウェイトの

区分

6年度末

1250%

その他

CCF・信用リスク削減効果適用前
CCFの加重平
均値(%)

資産の額及び与信相当
額の合計額（CCF・信
用リスク削減効果適用

後）

40％未満

40％～70％

75%

250%

400%

80%

85%

90～100％

105～130％

150%

 

○信用リスク削減手法に関する事項 

 

◇信用リスク削減手法に関するリスク管理の方法及び手続の概要 

 「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算

出において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されてい

る場合に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代え、担保や保証人に対するリスク・

ウェイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。 
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 当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。 

 信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の

相殺」を適用しています。 

 適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取

引相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されてい

る取引をいいます。 

 適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。 

 また、貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決

定その他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効である

ことを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸

出金と自会貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自会貯金が継続

されないリスクが、監視および管理されていること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、

監視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出と

自会貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。 

 保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政

府等、本邦地方公共団体、地方公共団体金融機構、本邦政府関係機関、外国の中央政府以

外の公共部門、国際開発銀行、および金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以

外の主体で長期格付がＡ-またはＡ3以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エ

クスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリス

ク・ウェイトに代えて、保証人のリスク・ウェイトを適用しています。 

 

○信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 

〔 5年度様式〕                                      （単位：百万円） 

区分 
5年度末 

適格金融資産担保 保証 

地方公共団体金融機構及び我が国の政府関係機関向け － － 

地方三公社向け － － 

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け － － 

法人等向け － － 

中小企業等・個人向け 401 27 

抵当権付住宅ローン － 536 

不動産取得等事業向け 8 － 

3か月以上延滞債権 － － 

漁業信用基金協会等保証 － － 

その他 703 1,513 

合 計 1,112 2,077 

〔 6年度様式〕                                      （単位：百万円） 

区分 
6年度末 

適格金融資産担保 保証 

地方公共団体金融機構向け － － 

我が国の政府関係機関向け － － 

地方三公社向け － － 

金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け － － 

法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） － － 

中堅中小企業等向け及び個人向け 1,180 2,015 

自己居住用不動産等向け － 441 

賃貸用不動産向け － － 

事業用不動産関連向け － － 

延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 8 － 

自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 － － 

証券化 － － 

中央清算機関関連 － － 

上記以外 － － 

合 計 1,189 2,456 
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○派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 

 「派生商品取引」とは、その価格（現在価格）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存

して決定される金融商品（先物、オプション、スワップ等）に係る取引です。 

 「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡しまたは決済を行う取引であって、約定日

から受渡日（決済日）までの期間が5営業日または市場慣行による期間を超えることが約定さ

れ、反対取引に先立って取引相手に対して有価証券等の引渡または資金の支払を行う取引で

す。 

 当会では、派生商品取引および長期決済期間取引については、できるだけ取り扱わない方

針であり、期末日現在残高はありません。 

 

○証券化エクスポージャーに関する事項 

「証券化エクスポージャー」とは、現資産に係る信用リスクを優先劣後構造にある二以上

のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引

に係るエクスポージャーのことです。 

当会では、証券化商品を取り扱わない方針であり、取扱い実績はありません。 

 

○CVAリスクに関する事項 

 「CVAリスク」とは、派生商品取引における取引相手の信用力悪化に伴う時価変動により損

失が発生するリスクのことです。 

 当会では派生商品取引については、できるだけ取り扱わない方針であり、期末日現在残高

はありません。 

 

○マーケット・リスクに関する事項 

当会は、自己資本比率算出上、マーケット・リスク相当額に係る額を不算入としておりま

す。 

 

○オペレーショナル・リスクに関する事項 

 
◇リスク管理の方針および手続の概要 

「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不

適切であること又は外的な現象により損失を被るリスクのことです。当会では、各種方針・

規程・手続等に基づき業務が行われているか監査等で検証を行い、その内容を理事会や各委

員会で共有する等の方法によりオペレーショナル・リスクを管理しています。 

 

◇ＢＩの算出方法 

BI（事業規模指標）の額は、ILDC（金利要素）、SC（役務要素）およびFC（金融商品要素）

を合計して算出しています。なお、ILDC、SCおよびFCの額は告示第249条に定められた方法に

基づき算出しております。 

 

◇ＩＬＭの算出方法 

ILM（内部損失乗数）は、告示第250条第１項第３号に基づき「１」を使用しております。 

 

◇オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ＢＩの算出から除外した事業部門の

有無 

該当ありません。 



 

- 48 -  

 

◇オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ＢＩの算出から除外した特殊損失の

有無（特殊損失を除外した場合には、その理由も含む） 

該当ありません。 

 

○リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 
（単位：百万円） 

  5 年度 6 年度 

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー 239 239  

マンデート方式を適用するエクスポージャー － － 

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー － － 

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー － － 

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー － － 

 

○出資等または株式等エクスポージャーに関する事項 
 

◇出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方法及び手続の概要 

 「出資等または株式等エクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出

資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当会においては、これらを①そ

の他有価証券、②系統および系統外出資に区分して管理しています。 

 その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リス

クの把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見直しなどの

投資環境分析及びポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定め

るとともに経営層で構成する運用会議を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決

定を行っています。運用部門は理事会で決定した運用方針及び運用会議で決定された取引

方針などに基づき、有価証券の売買を行っています。運用部門が行った取引については他

部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層

に報告しています。 

 系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日

常的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対

応を行っています。 

 なお、これらの出資等又は株式等の評価等については、①その他有価証券については時

価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」

として純資産の部に計上しています。②系統および系統外出資については、取得原価を記

載し、毀損の状況に応じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な

会計方針の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしています。 

 

○出資等または株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 
（単位：百万円） 

 
5年度末 6年度末 

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額 

上 場 767 767 825 825 

非上場 2,961  3,611  

合 計 3,729 767 4,436 825 
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○出資等または株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 

（単位：百万円） 
 5年度 6年度 

 売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額 

上 場 1 － － 3 － － 

非上場 － － － － － － 

合 計 1 － － 3 － － 

 

○貸借対照表で認識された損益計算書で認識されない評価損益の額 

（その他有価証券の評価損益等）                  （単位：百万円） 

 
5年度末 6年度末 

評価益 評価損 評価益 評価損 

上 場 496 0 552 2 

非上場 － － － － 

合 計 496 0 552 2 

 

○金利リスクに関する事項 

 

◇金利リスクの算定方法の概要 
 「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受ける
もの（例えば、貸出金、有価証券、貯金等）が、金利の変動により発生するリスクのこと
です。 
 
当会における、リスク管理方針および手続きについては以下のとおりです。 

・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明 
当会では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで

他の市場リスクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク
(IRRBB)については、個別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正
な管理に努めています。 

・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明 
当会は、ＡＬＭ委員会のもと、自己資本に対するIRRBBの比率の管理や収支シミュレー

ションの分析などを行いリスク削減に努めています。 
・金利リスク計測の頻度 
  月末を基準日として、四半期ごとにIRRBBを計測しています。 
  
当会では、市場金利が上下1％変動した場合の金利リスク量を算出しています。 

 なお、当座性貯金については、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時
払い出される貯金としてコア貯金と定義し、残高の50％相当額を満期5年までの期間に均等
配賦（平均残存2.5年）して金利リスクを算定しています。 
 流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は2.5年となっております。 
・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期 
  流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。 
・流動性貯金への満期の割り当て方法(コア貯金モデル等)およびその前提 
  流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用
しています。 

・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提 
  固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。 
・複数の通貨の集計方法およびその前提 
  本会は円通貨しか取り扱っておりせん。 
・スプレッドに関する前提(計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどう

か) 
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  一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。な
お、当該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。 

・内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥに重大な影響を及ぼすその他の前提、前事業年度末の開
示からの変動に関する説明 
 内部モデルは使用しておりません。 

・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明 
  該当ありません。 
 

IRRBB：金利リスク（単位：百万円） 

項番   

イ ロ ハ ニ 

⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ 

当期末 前期末 当期末 前期末 

1 上方パラレルシフト 510 629 △43 △94 

2 下方パラレルシフト 0 0 93 38 

3 スティープ化 734 772   

4 フラット化     

5 短期金利上昇     

6 短期金利低下     

7 最大値     

    
ホ ヘ 

当期末 前期末 

8 自己資本の額 5,008 4,881 

 

経営諸指標 

（貯貸率等） 

貯貸率（期末残高、期中平残） 

貯預率（期末残高、期中平残） 

貯証率（期末残高、期中平残） 

一 従 業 員 当 り 貯 金 残 高 

一 店 舗 当 り 貯 金 残 高 

一 従 業 員 当 り 貸 出 金 残 高 

一 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高 

（利益率） 

総 資 産 経 常 利 益 率 

資 本 経 常 利 益 率 

総 資 産 当 期 純 利 益 率 

資 本 当 期 純 利 益 率 

5年度末 

      21.7%、21.6%      

     69.2%、69.3%      

     12.1%、11.4%      

      2,569百万円      

     16,517百万円      

        557百万円      

      3,586百万円      

 

         0.13%         

         3.47%         

         0.09%         

         2.38%         

6年度末 

     22.8%、22.1%      

     66.8%、67.7%      

     13.0%、12.3%      

      2,341百万円      

     15,384百万円      

        533百万円      

      3,505百万円      

 

         0.16%         

         3.93%         

         0.12%         

         2.92%         

(注)1.総資産経常(当期)利益率＝経常(当期)利益／総資産平均残高(偶発債務見返除く)×100 

(注)2.資本経常(当期)利益率＝経常(当期)利益／資本勘定平均残高×100 

(注)3.従業員数は、2024年3月末45名、2025年3月末46名(どちらもパート職員を含む。)です。 

(注)4.本支店数は、2024年3月末及び2025年3月末とも7店です。 
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リスク管理情報等 
 
信用事業命令に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基
づく保全状況 
 

（単位：百万円、％) 

債権区分 債権額 
保全額 

担保 保証 引当 合計 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

5 年度 18 － － 18 18 

6 年度 － － － － － 

危険債権 
5 年度 73 － － 73 73 

6 年度 72 － － 72 72 

要管理債権 
5 年度 － －  －  －  － 

6 年度 36 23 － － 23 

  

三月以上 

延滞債権 

5 年度 －  －  －  －  － 

6 年度 － － － － － 

貸出条件 

緩和債権 

5 年度 －  －  －  －  － 

6 年度 36 23 － － 23 

小   計 
5 年度 91 － － 91 91 

6 年度 108 23 － 72 95 

正常債権 
5 年度 25,050          

6 年度 24,460         

合    計 
5 年度 25,142          

6 年度 24,569         

 

(注)1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生

手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ

れらに準ずる債権をいいます。 

 

(注)2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営

成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の

高い債権をいいます。 

 

(注)3.「要管理債権」とは、漁業協同組合等の信用事業等に関する命令上の「三月以上延滞

債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額をいいま

す。 

 

(注)4. 「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅

延している貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しな

いものをいいます。 

 

(注)5. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月

以上延滞債権に該当しないものをいいます。 
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貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

                                                    （単位：百万円） 

区  分 

5年度 6年度 

期首

残高 

期  中

増加額 

期中減少額 
期末

残高 

期首

残高 

期  中

増加額 

期中減少額 
期末

残高 
目的使用 その他 目的使用 その他 

一    般 

貸倒引当金 
46 45 － 46 45 45 37 － 45 37 

個    別 

貸倒引当金 
94 91 － 94 91 91 72 17 73 72 

合  計 140 137 － 140 137 137 109 17 119 109 

 

 

貸出金償却の額 

                                   （単位：百万円） 

   5年度 6年度 

貸出金償却額 － － 
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役員等の報酬体系 

○役 員 

◇対象役員 
  開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、理事及び監事をいいます。 
 ◇役員報酬等の種類、支払総額及び支払方法 
  役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の2種類で、当年度における対象

役員に対する報酬等の支払総額は、次のとおりです。 
  なお、基本報酬は所定日に振込み等の方法による現金支給のみであり、退職慰労金は、

その支給に関する総会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方法で支払ってお
ります。 

（単位：千円） 

 支給総額（注2） 

基本報酬 退職慰労金 

対象役員（注1）に対する報酬等 28,630 5,060 
（注1）対象役員は、理事9名、監事3名です。（期中の退任はありません。） 
（注2）退職慰労金については、当年度に実際に支給した額ではなく、当年度の 
   費用として認識される部分の金額（引当金への繰入額と支給額のうち当 
   年度の負担に属する金額）によっています。 
 

◇対象役員の報酬等の決定等 
  ①役員報酬（基本報酬） 
   役員報酬は、理事及び監事の別に各役員に支給する報酬総額の最高限度額を総会にお

いて決定し、その範囲内において、理事各人別の報酬額については理事会において決定
し、監事各人別の報酬額については監事の協議によって定めています。なお、業績連動
型の報酬体系とはなっておりません。 

   この場合の役員各人別の報酬額の決定にあたっては、各人の役職・責務や在任年数等
を勘案して決定しております。 

 
  ②役員退職慰労金 
   役員退職慰労金については、役員報酬に役員在職年数に応じた係数を乗じて得た額に

特別に功労があったと認められる者については功労金を加算して算定し、総会で理事及
び監事の別に各役員に支給する退職慰労金の総額の承認を受けた後、役員退職慰労金規
程に基づき、理事については理事会、監事については監事の協議によって各人別の支給
額と支給時期・方法を決定し、その決定に基づき支給しております。 

   なお、この役員退職慰労金の支給に備えて、公正妥当なる会計慣行に即して引当金を
計上しております。 

 

○職員等 

 ◇対象職員等 
開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象職員等」の範囲は、当会の職員であ

って、常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当会の業務及び
財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。 

  なお、当年度において、対象職員等に該当する者はおりませんでした。 
（注1）対象職員等には、期中に退職した者も含めております。 
（注2）「同等額」は、当年度に当会の常勤役員に支払った報酬額等の平均額としておりま

す。 
（注3）当年度において当会の常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者は 

おりませんでした。 

 

○その他 

 当会の対象役員及び対象職員等の報酬等の体系は、上記開示のとおり過度なリスクテイク
を惹起するおそれのある要素はありません。したがって、報酬告示のうち、「対象役員及び
対象職員等の報酬等の体系とリスク管理の整合性並びに対象役員及び対象職員等の報酬等と
業績の連動に関する事項」その他「報酬等の体系に関し参考となるべき事項」として、記載
する内容はありません。 
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本 会 の 組 織                         

会員数 

資 格 別 5年度末 6年度末 増  減 

正 会 員             76 76 0 

准 会 員              1  1 0 

合   計 77 77 0 

 

 

役員 

  理事9名  監事3名                             （令和7年3月末現在） 

役職名 常勤･非常勤の別 氏     名 備   考 

代表理事会長 

代表理事副会長 

専 務 理 事 

理    事 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

代 表 監 事             

監 事 

〃 

非 常 勤 

常   勤 

常   勤 

非 常 勤 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

常   勤 

樋  口  元  武 

山  代  勝  三 

前  田  倫  孝 

峠     清  隆 

林     建  志 

森  尾  龍  也 

濵  松  照  行 

川  原  年  弘 

占  部  勝  巳 

中  嶋  克  已 

北  林     隆 

杉  尾  幸  司 

 

員 外 

員 外 

 

 

 

 

 

 

員 外 
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組織機構図 
 

 

 

 

  総    会 

      

         

 
監  事  会 

 
理  事  会  J F ﾏ ﾘ ﾝ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ 運 営 委 員 会     

 

   
 

 
 

 
JFﾏﾘﾝﾊﾞﾝｸ金融推進委員連絡協議会 

  
 

 
 ｺ ﾝ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｱ ﾝ ｽ 委 員 会 

 
代 表 監 事 

  
会   長 

 
Ａ Ｌ Ｍ 委 員 会      

  

    
 

 
   情 報 セ キ ュ リ テ ィ 委 員 会 

    
 

 
    

 常 勤 監 事    副 会 長   
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店舗一覧(自動機器の設置状況) 

 

店 舗 名 所    在    地 代表電話番号 ATM 

本    店 

 広島市代理店 

 早田原代理店 

安芸津代 理 店        

 芸 南 代 理 店 

広島西支店       

  阿多田島代理店 

く ば 代 理 店        

地御前支店       

江 能 支 店 

 美 能 代 理 店 

 大 原 代 理 店 

 深 江 代 理 店 

大柿町代理店        

 東 江 代 理 店 

 江田島代理店 

音 戸 支 店             

 倉橋島代理店 

尾 道 支 店             

瀬戸田代理店        

 三 原 代 理 店 

 浦 島 代 理 店 

 因島市代理店 

福 山 支 店             

 千 年 代 理 店 

 横 島 代 理 店 

田 島 代 理 店        

広島市中区大手町２－９－６ 

広島市南区出汐２－３－１ 

東広島市安芸津町風早１３５１－３９ 

東広島市安芸津町三津５７９２－２ 

竹原市忠海東町１－４－２７ 

廿日市市沖塩屋３－４－２３ 

大竹市阿多田１０１５ 

大竹市玖波３－８－１３ 

廿日市市地御前５－１０－８ 

江田島市江田島町江南１－１－３５ 

江田島市沖美町美能１０１０ 

江田島市大柿町大原６１７４－６２ 

江田島市大柿町深江乙４４３－９ 

江田島市大柿町柿浦３１４７ 

江田島市江田島町小用３－２－５ 

江田島市江田島町宮ノ原２－２－１０ 

呉市音戸町北隠渡１－１２－４ 

呉市倉橋町１１９７４－２ 

尾道市土堂１－１６－４ 

尾道市瀬戸田町大字福田８９４－８ 

三原市古浜１－１１－１ 

尾道市浦崎町乙４１７５ 

尾道市因島土生町２５６－６ 

福山市鞆町鞆１００３－３ 

福山市沼隈町大字能登原２４９３－６ 

福山市内海町１１０２－１ 

福山市内海町イ２３６ 

(082)247－2301 

(082)251－5221 

 (0846)45－0151 

(0846)45－0050 

(0846)26－2937 

(0829)55－0027 

(0827)53－7171 

(0827)57－7034 

(0829)36－1214 

(0823)40－0087 

(0823)47－0231 

(0823)57－2149 

(0823)57－2069 

(0823)57－2034 

(0823)42－0056 

(0823)42－3344 

(0823)52－2561 

(0823)54－0325 

(0848)21－5331 

(0845)27－0149 

(0848)62－3056 

(0848)73－3330 

(0845)22－0155 

(084)982－2386 

(084)987－0423 

(084)986－2008 

(084)986－2304 

★ 

 

 

 

 
★ 
 

 

 

 

★ 

 

 

 

 

 

 
★ 

 

 

 

 

 

 
★ 

 

 

 

計5台 

(注)★印はＡТＭ設置店です。 

〔店舗外のＡＴＭ設置場所〕 

 三高漁協内・内能美漁協内・尾道漁協内・吉和漁協内・倉橋西部漁協内・井口漁協内 

 （計６台） 

〔店舗外の記帳振込専用機設置場所〕 

  阿賀漁協内・鹿川漁協内（計２台） 

 

協同会社 

該当ありません。 
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沿 革 ・ 歩 み                         

 

昭和  26 

年度 

 

  27 

  28 

  29 

  31 

  32 

  33 

  41 

  42 

  43 

  44 

 

  45 

 

  47 

 

  49 

  52 

 

  53 

  54 

 

  55 

56 

  58 

  61 

62 

  63 

平成  元 

   2 

 

   3 

 

4 

6 

7 

 

8 

 

9 

創立総会開催(7月) 

設立登記完了(8月) 

業務開始(9月) 

全国漁業協同組合連合会設立､加入(10月) 

農林漁業資金貸付申請､受付開始(5月) 

広島県漁協貯蓄推進委員会発足(6月) 

広島県漁協婦人部連合会結成(7月) 

広島県水産会館落成(4月) 

鞆出張所業務開始(1月) 

全国漁協貯金1,000億円達成(12月) 

農林漁業金融公庫業務受託契約締結(12月) 

広島県漁協貯金10億円達成(3月) 

住宅金融公庫業務受託契約締結(4月) 

漁業近代化資金利子補給契約締結､取扱開始(12月) 

広島県漁協貯金20億円達成(3月) 

鞆出張所を福山支所に昇格､業務開始(11月) 

全国漁協信用事業相互援助基金加入(2月) 

広島県漁協貯金50億円達成(3月) 

全国漁協貯金5,000億円達成(3月） 

内国為替業務取扱開始(4月） 

国庫金振込事務取扱開始(6月） 

全国漁協貯金１兆円達成(3月） 

広島手形交換所加入(2月） 

全銀内国為替システム加盟(2月) 

NHK､日本電信電話公社収納事務取扱開始(9月） 

創立30周年記念式典挙行(10月) 

広島県漁協貯金200億円達成(3月) 

本支所間貯金業務ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ稼働                              (4月) 

全国漁協ｵﾝﾗｲﾝｾﾝﾀｰ設立総会(7月) 

広島県収納代理金融機関に指定(10月） 

全国漁協ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ開通(6月） 

全国漁協貯金２兆円達成(3月） 

福山地区漁協統信業務開始(6月） 

広島県漁協信用事業組織強化方策(1県1信)策定(7月） 

台風19号による天災資金適用政令発動(9月） 

広島県漁協貯金300億円達成(3月) 

漁協信用事業統合体                    (玖波町･大野町･大野･宮島)業務開始(8月） 

「本支所」から「本支                    店」に名称変更(3月） 

漁協信用事業統合体                    (水呑町・田尻・鞆の浦・千年・横島)業務開始(8月) 

漁協信用事業統合体                    (音戸・瀬戸田・尾道・倉橋西部・田原・因島市・浦島・三原) 

業務開始(8～10月) 

漁協信用事業統合体                    (早田原・大柿町・美能・江田島・山波・内能美・幸崎・吉和） 

業務開始(7～2月) 
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令和  2 

 

3 

 

 

4 

5 

6 

漁協信用事業統合体                    (地御前・阿賀・芸南・広島市・沖・東江・大原・大崎上島・ 

 倉橋島・井口・阿多田島・三高・深江)業務開始(7～2月) 

漁協信用事業統合体          (鹿川)業務開始(6月) 

貯金残高400億円達成(3月） 

創立50周年記念式典挙行(9月) 

漁協信用事業統合体                    (安芸津11月、田島3月)業務開始 

店舗の再編 

  大野、宮島代理店廃店(8月) 〈直営店(大野町支店)に移管〉 

  大野町支店を広島西支店へ名称変更(9月) 

  玖波支店を代理店に変更(11月) 

店舗の再編 

  大柿町支店を代理店に変更(4月) 

  尾道支店新店舗営業開始、瀬戸田支店を代理店に変更(5月) 

  内能美代理店廃店(3月)〈ATM店舗に移行〉 

店舗の再編 

  三高代理店廃店(9月) 〈ATM店舗に移行〉 

田尻代理店廃店(10月) 〈直営店(福山支店)に移管〉 

貯金残高500億円達成(3月） 

水呑町代理店を福山市代理店に店名変更(4月) 

セブン銀行ATM提携(11月) 

浦島代理店百島支所廃店(3月）〈本所に統合〉、幸崎代理店廃店(12月)〈本所に統合〉 

田原代理店廃店(3月）〈直営店(江能支店)に移管〉 

貯金残高600億円達成(6月) 

広島県おさかな朝市開催(3月） 

吉和代理店廃店(6月) 〈ATM店舗に移行〉 

創立60周年(9月) 

倉橋西部代理店廃店(3月）〈ATM店舗に移行〉 

貯金残高700億円達成(3月） 

コンビニATM2社（ローソン、eネット）提携(11月) 

福山市代理店廃店(2月) 〈直営店(水呑営業店)に移管〉 

井口代理店廃店(3月) 〈ATM店舗に移行〉 

貯金残高800億円達成(5月） 

沖代理店廃店(3月) 〈直営店(江能支店)に移管〉  

貯金残高900億円達成(8月） 

水呑営業店廃店(1月) 〈直営店(福山支店)に移管〉 

貯金残高1,000億円達成(2月） 

福山支店移転(4月） 

大崎上島代理店廃店(3月) 〈直営店(本店)に移管〉 

山波代理店廃店(4月) 〈直営店(尾道)に移管〉 

貯金残高1,100億円達成(2月） 

貯金残高1,200億円達成(5月） 

貯金残高1,300億円達成(6月） 

創立70周年(9月) 

阿賀代理店廃店(3月) 〈直営店(本店)に移管〉 

芸南代理店吉名支所廃店（2月）〈芸南代理店本所に移管〉 

鹿川代理店廃店(12月) 〈直営店(江能支店)に移管〉 
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手 数 料 一 覧         

内国為替の取扱手数料                              (令和7年3月末現在) 

 当会他店宛 他  行  宛 

振込手数料             

電信 

(至急) 

扱い 

ＡＴＭ 

ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ 

扱い 

電信 

(至急) 

扱い 

文書 

(普通) 

扱い 

ＡＴＭ 

ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ 

扱い 

(1件につき) 5万円以上 440円 0円 770円 660円 (3万円以上)440円 

 5万円未満 220円 0円 550円 440円 
(3万円未満)330円 

 1万円未満 110円 0円 440円 330円 

送 金 手 数 料              (1件につき) 440円 
 

880円 660円 
 

代金取立手数料(1通につき) 440円 880円 660円 

（注）上記手数料には消費税10％が含まれております。 

 

融資関連手数料                                              (令和7年3月末現在) 

融資関連手数料 

  組合員 員 外  

支 払 利 息 証 明 書 

発 行 手 数 料 
440円 550円 

 

貸出条件変更手数料 5,500円 11,000円 
証書貸付金の一部

繰上償還にも適用 

繰 上 償 還 手 数 料 2,200円 4,400円 証書貸付金の全額 

住 宅 ロ ー ン 

貸 付 実 行 手 数 料 
33,000円 33,000円  

賃 貸 物 件 

貸 付 実 行 手 数 料 
55,000円 55,000円  

住宅ローン・賃貸物件 

繰 上 償 還 手 数 料 
11,000円 11,000円 一部・全額 

（注）上記手数料には消費税10％が含まれております。 

 

その他の諸手数料                                  (令和7年3月末現在) 

再 発 行 手 数 料 1件につき 

 組合員 員  外 

通 帳 330円 1,100円 

証 書 550円 1,100円 

キャッシュカード 1,100円 1,320円 

自己宛小切手発行手数料 1枚につき 0円 

残高証明書発行手数料 1通につき 

 組合員 員  外 

随 時 発 行 220円 440円 

継 続 発 行 110円 220円 

（注）上記手数料には消費税10％が含まれております。 
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勧誘方針 

 

  本会は金融商品販売法の趣旨に則り、貯金、定期積金その他の金融商品の販売等の勧誘に

あたっては、次の事項を遵守し、お客様の立場にたった勧誘に心がけ、より一層の信頼をい

ただけるよう努めてまいります。 

 

 

１．   お客様の商品利用目的、知識、経験、財産の状況及び意向を考慮のうえ、適切な金融

商品の勧誘と情報の提供を行います。 

 

２．   お客様に対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解してい

ただくよう努めます。 

 

３．   不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、お

客様の誤解を招くような説明は行いません。 

 

４．   お約束のある場合を除き、お客様にとって不都合と思われる時間帯での訪問、電話に

よる勧誘は行いません。 

 

５．   お客様に対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。 
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広島県信用漁業協同組合連合会 

〒730-0051  広島市中区大手町二丁目9番6号 

ＴＥＬ 082(247)2301 

 

 

作成  令和7年6月 

お問合わせ窓口  総務部総務課 

［ホームページアドレス］ 

http://www.jfmbk-hiroshima.org 


